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［注意事項］ 

○介護予防サービスについては、居宅介護サービスと同趣旨の場合、記載を省略

した事項があります。 

○掲載した「Ｑ＆Ａ」は一部ですので、この手引きに記載されていないものは、

厚生労働省のホームページ（介護サービス関係Ｑ＆Ａ）でご確認ください。 

○介護保険は、制度に関する通知等が多く出ますので、県ホームページ等で最新

情報を確認してください。 

○島根県内では、平成２７年６月現在で「介護予防・日常生活支援総合事業」を

実施している市町村はなく、介護予防サービスが引き続き実施されているため、

〔平成２７年度報酬改定反映版〕における居宅基準条例等では、介護予防サー

ビスに係る内容を掲載しています。 
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基準条例の性格 

１ 基準条例は、指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの事業がその目的

を達成するために必要な最低限度の基準を定めたものであり、指定居宅サービ

ス事業者及び指定介護予防サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努

めなければならないこと。 

２ 指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの事業を行う者又は行おうとす

る者が満たすべき基準等を満たさない場合には、指定居宅サービス及び指定介

護予防サービスの指定又は更新は受けられず、また、運営開始後、基準に違反

することが明らかになった場合には、 

①相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、 

②相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った経緯、

当該勧告に対する対応等を公表し、 

③正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったときは、相当の期限

を定めて当該勧告に係る措置を採るよう命令する 

ことができるものであること。 

また、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公示しなけれ

ばならないこととされている。 

なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを

行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不

適正なサービスが行われていることが判明した場合、当該サービスに関する介護

報酬の請求を停止させること）ができる。 

ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったもの

として、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止す

ることができるものであること。 

  ① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反し

たとき 

   ア 指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの提供に際して利用者が

負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

   イ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事

業者によるサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産

上の利益を供与したとき 

  ② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

  ③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

３ 運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に

従って事業の運営をすることができなくなったことを理由として指定が取り消

され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者から当該事業所について指定

の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護予防のた

めの効果的な支援の方法に関する基準を遵守することを確保することに特段の

注意が必要であり、その改善状況等が十分に確認されない限り指定を行わない

ものとすること。 

４ 特に、居宅サービス及び介護予防サービスの事業の多くの分野においては、

基準に合致することを前提に自由に事業への参入を認めていること等にかんが

み、基準違反に対しては、厳正に対応することとする。 
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１．基本方針 

◎指定通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその

居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の

維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の

社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の

軽減を図るものでなければならない。 

 

◎指定介護予防通所介護の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常

生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を行うことにより、利

用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又は向上を目指すもので

なければならない。 

 

 

基準条例 解釈通知 

第７章 通所介護 

第１節 基本方針 

（基本方針） 

第99条 指定居宅サービスに該当する通所介護（以下「指定通所介護」という。）の

事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅

において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活

機能の維持又は向上を目指し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うこと

により、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族

の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。 

 

第７章 介護予防通所介護 

 第１節 基本方針 

第97条 指定介護予防サービスに該当する介護予防通所介護（以下「指定介護予防

通所介護」という。）の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立

した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活上の支援及び機能訓練を

行うことにより、利用者の心身機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能

の維持又は向上を目指すものでなければならない。 

 

 

居宅基準条例 島根県指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例（平成24年島根県条例第64号）〔最終改正 平成27年島根県条例第14号〕 

予防基準条例 島根県指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防

サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め

る条例（平成24年島根県条例第65号）〔最終改正 平成27年島根県条例第15号〕 

 

解釈通知   指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準を定める条例に

ついて（平成24年12月21日高第987号）〔最終改正 平成27年3月31日高第1396号〕 
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通所介護・介護予防通所介護の定義 

【介護保険法】 

第８条 

７ この法律において「通所介護」とは、居宅要介護者について、老人福祉法第５条の２第

３項の厚生労働省令で定める施設［→①］又は同法第20条の２の２に規定する老人デイサ

ービスセンター［→③］に通わせ、当該施設において入浴、排せつ、食事等の介護その他

の日常生活上の世話であって厚生労働省令で定めるもの［→④］及び機能訓練を行うこと

（認知症対応型通所介護に該当するものを除く。）をいう。 

 

第８条の２ 

７ この法律において「介護予防通所介護」とは、居宅要支援者について、その介護予防を

目的として、老人福祉法第５条の２第３項の厚生労働省令で定める施設又は同法第20条の

２の２に規定する老人デイサービスセンターに通わせ、当該施設において、厚生労働省令

で定める期間［→施行規則第22条の２：介護予防サービス計画において定めた期間］にわ

たり、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常生活上の支援であって厚生労働省令で定

めるもの［→⑤］及び機能訓練を行うこと（介護予防認知症対応型通所介護に該当するも

のを除く。）をいう。 

居宅要介護者・居宅要支援者＝要介護者・要支援者であって、居宅（養護老人ホーム、軽

費老人ホーム、有料老人ホームにおける居室を含む。）において介護を受

けるもの（法第８条第２項・法第８条の２第２項、規則第４条） 

老人福祉法施行規則 

①（法第５条の２第３項に規定する厚生労働省令で定める施設）  

第１条の２ 法[＝老人福祉法]第５条の２第３項に規定する厚生労働省令で定める施設は、

特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、老人福祉センター、地域における公的介護施設等

の計画的な整備等の促進に関する法律(平成元年法律第64号)第２条第３項第３号に規定

する施設その他の次条に定める便宜［→②］を適切に供与することができる施設とする。 

 

②（法第５条の２第３項に規定する厚生労働省令で定める便宜）  

第１条の３ 法[＝老人福祉法]第５条の２第３項に規定する厚生労働省令で定める便宜は、

入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練、介護方法の指導、生活等に関する相談及び助言、

健康状態の確認その他の身体上若しくは精神上の障害があつて日常生活を営むのに支障

がある65歳以上の者又はその養護者に必要な便宜とする。 

老人福祉法 

③（老人デイサービスセンター）  

第20条の２の２ 老人デイサービスセンターは、第10条の４第１項第２号の措置に係る者又

は介護保険法の規定による通所介護に係る居宅介護サービス費、認知症対応型通所介護に

係る地域密着型介護サービス費、介護予防通所介護に係る介護予防サービス費若しくは介

護予防認知症対応型通所介護に係る地域密着型介護予防サービス費の支給に係る者その

他の政令で定める者（その者を現に養護する者を含む。）を通わせ、第５条の２第３項の

厚生労働省令で定める便宜［→②］を供与することを目的とする施設とする。 

 

介護保険法施行規則 

④（法第８条第７項の厚生労働省令で定める日常生活上の世話）  

第10条 法第８条第７項の厚生労働省令で定める日常生活上の世話は、入浴、排せつ、食事

等の介護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認その他の居宅要介護者に必要な

日常生活上の世話とする。 

 

⑤（法第８条の２第７項の厚生労働省令で定める日常生活上の支援）  

第22条の10 法第８条の２第７項の厚生労働省令で定める日常生活上の支援は、入浴、排せ

つ、食事等の介護、生活等に関する相談及び助言、健康状態の確認その他の居宅要支援者

に必要な日常生活上の支援とする。 
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２．人員基準 

必要な職種 資格要件 配置要件 

管 理 者 

 

（資格要件なし） ・常勤であること（同一敷地内の場合は、管理業務に支障

のない範囲で他事業所等と兼務可） 

生活相談員 ・社会福祉士主事の

任用資格がある

者（社会福祉士、

精神保健福祉士

など） 

・これらと同等以上

の能力を有する

と認められる者

であって、 

 次の資格を有す

る者 

 ・介護支援専門員 

 ・介護福祉士 

 ・介護福祉士養成 

のための実務者 

研修修了者 

・看護師 

 ・准看護師 

 ・(旧)訪問介護員 

養成１級・２級 

課程修了者 

・提供日ごとに、サービス提供時間数（開始時刻から終了

時刻まで）に応じて、専ら通所介護サービスの提供に当

たる生活相談員が１以上確保されるよう配置すること

〔注〕 

 

 〔注〕 

１ 生活相談員・介護職員の配置 

勤務延時間数（当該職種の従業者がサービス提

供時間内に勤務する時間数の合計）を提供時間数

で除して得た数が基準で定められた数以上になる

よう、勤務延時間数を確保するという意味（員数

は問わない） 

２ 生活相談員の勤務時間数には、「サービス担当者

会議や地域ケア会議に出席するための時間」、「利

用者宅を訪問し、在宅生活の状況を確認した上で、

利用者の家族も含めた相談・援助のための時間」、

「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と

連携し、利用者に必要な生活支援を担ってもらう

などの社会資源の発掘・活用のための時間」など、

利用者の地域生活を支える取組のために必要な時

間も含めることができる（ただし、利用者の生活

の向上を図るため適切な相談・援助等を行うのに

支障がない範囲に限る） 

 

看 護 職 員 ・看護師 

・准看護師 

・単位ごとに、専ら通所介護サービスの提供に当たる看護

職員が１以上確保されるよう配置すること 

・サービス提供時間帯を通じて専従する必要はないが、提

供時間帯を通じて事業所と密接かつ適切な連携を図る

こと 

・病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携により、

看護職員が指定通所介護事業所の営業日ごとに利用者

の健康状態の確認を行い、事業所と病院等が提供時間帯

を通じて密接かつ適切な連携を図っている場合には、看

護職員が確保されているものとする 

介 護 職 員 （資格要件なし） ・単位ごとに、平均提供時間数（利用者ごとの提供時間数

の合計÷利用者数）に応じて、専ら通所介護サービスの

提供に当たる介護職員が下記のとおり確保されるよう

配置すること〔注〕 

  利用者数(実人員)１５人まで …１以上 

  利用者数(実人員)１６人以上 

…１５人を超える部分の利用者数を５で割った数に

１を足した数以上 

・単位ごとに、介護職員を常時１人以上従事させること 

（利用定員１０人以下の場合） 

  介護職員又は看護職員 

・単位ごとに、介護職員又は看護職員を常時１人以上従事

させること 
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必要な職種 資格要件 配置要件 

機 能 訓 練 

指 導 員 

・理学療法士 

・作業療法士 

・言語聴覚士 

・看護職員 

・柔道整復師 

・あん摩マッサージ

指圧師 

・１以上（加算の有無に関わらず配置が必要） 

・当該事業所の他の職務に従事することができる 

・利用者の日常生活やレクリエーション、行事を通じて行

う機能訓練については、当該事業所の生活相談員又は介

護職員が兼務して行っても差し支えない 

※生活相談員又は介護職員（利用定員１０人以下の場合は、介護職員又は看護職員）のうち

１人以上は常勤でなければならない。 
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〔参考〕人員配置に関わる加算・減算 

 通所介護 介護予防通所介護 人員関係の要件等  

 定員超過利用減算 

人員基準欠如減算 

定員超過利用減算 

人員基準欠如減算 

看護職員・介護職員の員数が基準に満たさな

い場合は減算 

※定員超過利用減算又は人員基準欠如減算に

該当する場合は以下の右欄×印の加算も算

定できない 

 

① 中重度者ケア体制加

算 

 人員基準における看護職員又は介護職員の員

数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算

方法で２以上 

指定通所介護を行う時間帯を通じて、専従の

看護職員を１名以上（他の職種の兼務不可） 

 

② 個別機能訓練加算Ⅰ  指定通所介護を行う時間帯を通じて、専ら機

能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療

法士等（理学療法士、作業療法士、言語聴覚

士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサ

ージ指圧師）を１名以上配置 

 

③ 個別機能訓練加算Ⅱ  専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士等を１名以上配置 

 

④  運動器機能向上加算 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療

法士等を１名以上配置 

× 

⑤ 認知症加算  人員基準における看護職員又は介護職員の員

数に加え、看護職員又は介護職員を常勤換算

方法で２以上 

指定通所介護を行う時間帯を通じて、専従で

認知症介護指導者研修、認知症介護実践リー

ダー研修、又は認知症介護実践者研修の修了

者を１名以上 

 

⑥ 栄養改善加算 栄養改善加算 管理栄養士を１名以上配置 × 

⑦ 口腔機能向上加算 口腔機能向上加算 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名

以上配置 

× 

⑧  選択的サービス複数 

実施加算 

選択的サービス（④⑥⑦）の複数実施に関わ

るもの 

× 

⑨  生活機能向上グルー 

プ活動加算 

（同月中に④⑥⑦⑧を算定している利用者に

ついては、算定できない） 

 

⑩  事業所評価加算  × 

⑪ 若年性認知症利用者 

受入加算 

若年性認知症利用者 

受入加算 

受け入れた若年性認知症利用者ごとの個別担

当者を定めること 

 

⑫ サービス提供体制強

化加算 

サービス提供体制強

化加算 

(Ⅰ)イ介護職員のうち介護福祉士が50％以上 

(Ⅰ)ロ介護職員のうち介護福祉士が40％以上 

(Ⅱ) 通所サービスを提供する職員のうち勤

続年数３年以上が３０％以上 

× 

 

（注）看護職員が、個別機能訓練加算(②③)に係る機能訓練指導員の職務に従事する場合には、

当該職務の時間は、通所介護事業所における看護職員としての人員基準の算定に含めない。 

   特に、個別機能訓練加算Ⅰ(②)においては、常勤、かつ、サービス提供時間帯を通じて専

従することが要件なので、人員基準を満たすためには、別に看護職員が必要となる。 

   なお、介護予防通所介護の選択的サービスの算定に必要となる機能訓練指導員を兼務する

ことは、双方のサービス提供に支障が無い範囲で可能である。  
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通所介護の「単位」について 

○指定通所介護の「単位」とは、同時に、一体的に提供される指定通所介護をいう。 

○例えば、次のような場合は、２単位として扱われるので、それぞれの単位ごとに必要

な従業者を確保する必要がある。 

   イ 指定通所介護が同時に一定の距離を置いた２つの場所で行われ、これらのサ

ービスの提供が一体的に行われているといえない場合  

ロ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所介護を提供する場合 

○利用者ごとに策定した通所介護計画に位置づけられた内容の通所介護が一体的に提供

されていると認められる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利用者に対して通所

介護を行うことも可能である。（同時一体的に行われているとは認められない場合は、

別単位となることに留意が必要） 

 

人員基準関係の用語 

「常勤」 

 ・当該事業所における勤務時間が、就業規則等で定められている常勤の従事者が勤務す

べき時間数に達していることをいう。 

 ・同一の事業者によって併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並

行的に行われることが差し支えない場合は、それぞれの勤務時間の合計が常勤の従業

者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たす。 

   ※常勤の従業者の勤務時間数（32時間未満の場合は32時間を基本） 

     就業規則がある場合→就業規則に定められている常勤の従業者の勤務時間数 

     就業規則がない場合→常勤の従業者の雇用契約書等に記載された勤務時間数 

   ※常勤・非常勤の区別は、勤務時間数によるものであって、正社員・パートかどう

かで区別するものではない 

 ・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年

法律第76号）に規定する所定労働時間の短縮措置が講じられている者については、利

用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業

者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱うことが可能 

「専ら提供に当たる（専従）」 

 ・原則として、サービス提供時間帯（サービスの単位ごとの提供時間）を通じて当該サ

ービス以外の職務に従事しないことをいうものであり、常勤・非常勤を問わない 

 ・ただし、通所介護及び通所リハビリテーションについては、あらかじめ計画された勤

務表に従って、サービス提供時間帯の途中で同一職種の従業者と交代する場合には、

それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことを

もって足りる。 

「常勤換算方法」…(介護予防)通所介護ではサービス提供体制強化加算でのみ関連 

 ・当該事業所の従業者の員数を、常勤の従業者の員数に換算する方法である。 

 
常勤換算数 ＝ 

（小数点第２位以下を切捨て） 

当該事業所の従業者の１週間の勤務延時間数  

当該事業所において常勤の従業者が１週間に勤務すべき時間数  

 ・勤務延時間数には、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間のみ

を算入すること。 
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生活相談員及び介護職員の具体的な配置方法 

（１）利用者20人、サービス提供時間が８時間の場合 

 ■１単位 ①利用者 20人 サービス提供時間 ８Ｈ 

 

 

 

○生活相談員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

① 20人 ８Ｈ ８Ｈ 

○介護職員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

① 20人 ８Ｈ ((20-15)÷5＋1)×8(※)＝16Ｈ 

       ※平均提供時間数（利用者全員が８Ｈなので平均提供時間数も８Ｈ） 

 

介護職員を常に１名以上確保した上で、ピークタイムに手厚い人員配置が可能となる（16Ｈの

うち８Ｈは常時介護職員が確保されるよう配置し、残り８Ｈの柔軟配置が可能）。 

 

 

（２）サービス提供時間が午前・午後と離れて存在する場合 

■２単位 ①利用者20人 サービス提供時間３Ｈ 

       ②利用者20人 サービス提供時間３Ｈ 

 

 

 

 

○生活相談員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

① 20人 ３Ｈ 
６Ｈ（３Ｈ＋３Ｈ） 

② 20人 ３Ｈ 

○介護職員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

① 20人 ３Ｈ ((20-15)÷5＋1)×3(※)＝６Ｈ 

② 20人 ３Ｈ ((20-15)÷5＋1)×3(※)＝６Ｈ 

       ※平均提供時間数（単位ごとに、利用者全員が３Ｈなので平均提供時間も３Ｈ） 

 

単位ごとに、介護職員を常に１名以上確保した上で、ピークタイムに手厚い人員配置が可能と

なる（それぞれの単位において、６Ｈのうち３Ｈは常時介護職員が確保されるよう配置し、残

り３Ｈの柔軟配置が可能）。 

 

  

9:00 17:00 ①単位 

9:00 ①単位 12:00 14:00 ②単位 17:00 
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（３）サービス提供時間が６時間と８時間の場合 

 ■パターン１：単位を分けて別々のサービスを提供する場合 

①利用者  3人  サービス提供時間 ８Ｈ 

①利用者 12人 サービス提供時間 ８Ｈ 

 

 

 

 

 

○生活相談員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

①  3人 ６Ｈ 
９Ｈ（事業所における開始時刻から終了時刻まで(9:00～18:00)） 

② 12人 ８Ｈ 

○介護職員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

①  3人 ６Ｈ ６Ｈ(※) 

② 12人 ８Ｈ ８Ｈ(※) 

       ※※ 利用者数が15人以下の場合は、確保すべき勤務延時間数＝平均提供時間数 

 

単位ごとに、介護職員を常に１名以上確保する必要があるので、①単位に６時間分、②単位に

８時間分の配置が必要となる。 

 

 

■パターン２：同一単位で同時一体的にサービスを提供する場合 

①利用者15人 サービス提供時間６Ｈ(3名利用)と８Ｈ(12名利用) 

 

 

 

○生活相談員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

① 15人 ９Ｈ ９Ｈ（9:00～18;00） 

○介護職員の確保すべき勤務延時間数 

単位 利用者 提供時間 確保すべき勤務延時間数 

①  3人 ６Ｈ 
９Ｈ（9:00～18;00） 

② 12人 ８Ｈ 

 

平均提供時間数は(3×6＋12×8)÷15=7.6Hとなり、計算上の確保すべき勤務延時間数も7.6H

となるが、指定通所介護の単位ごとに常に１名以上確保する必要があることから、確保すべき

勤務延時間数は９Ｈとなる。 

 

 

  

9:00 15:00 ①単位 

10:00 18:00 ②単位 

9:00 18:00 
①単位 

10:00 15:00 
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基準条例 解釈通知 
  

第２節 人員に関する基準 

（従業者の員数） 

第100条 指定通所介護の事業を行う者

（以下「指定通所介護事業者」という。）

が当該事業を行う事業所（以下「指定

通所介護事業所」という。）ごとに置く

べき従業者（以下この節から第４節ま

でにおいて「通所介護従業者」という。）

の員数は、次のとおりとする。 

  ⑴ 生活相談員 指定通所介護の提供

日ごとに、当該指定通所介護を提供

している時間帯に生活相談員（専ら

当該指定通所介護の提供に当たる者

に限る。）が勤務している時間数の合

計数を当該指定通所介護を提供して

いる時間帯の時間数で除して得た数

が１以上確保されるために必要と認

められる数 

  ⑵ 看護師又は准看護師（以下この章

において「看護職員」という。） 指

定通所介護の単位ごとに、専ら当該

指定通所介護の提供に当たる看護職

員が１以上確保されるために必要と

認められる数 

  ⑶ 介護職員 指定通所介護の単位ご

とに、当該指定通所介護を提供して

いる時間帯に介護職員（専ら当該指

定通所介護の提供に当たる者に限

る。）が勤務している時間数の合計数

を当該指定通所介護を提供している

時間数（次項において「提供単位時

間数」という。）で除して得た数が利

用者（当該指定通所介護事業者が指

定介護予防通所介護事業者（指定介

護予防サービス等基準第97条第１項

に規定する指定介護予防通所介護事

業者をいう。以下同じ。）の指定を併

せて受け、かつ、指定通所介護の事

業と指定介護予防通所介護（指定介

護予防サービス等基準第96条に規定

する指定介護予防通所介護をいう。

以下同じ。）の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場

合にあっては、当該事業所における

指定通所介護又は指定介護予防通所

介護の利用者。以下この節及び次節

において同じ。）の数が15人までの場

合にあっては１以上、15人を超える

場合にあっては15人を超える部分の

数を５で除して得た数に１を加えた

数以上確保されるために必要と認め

られる数 

  ⑷ 機能訓練指導員 １以上 

２ 当該指定通所介護事業所の利用定員

（当該指定通所介護事業所において同

時に指定通所介護の提供を受けること

１ 人員に関する基準 

(１)従業者の員数（居宅基準条例第100条） 

① 指定通所介護の単位とは、同時に、一体的に提供され

る指定通所介護をいうものであり、例えば、次のような

場合は、２単位として扱われ、それぞれの単位ごとに必

要な従業者を確保する必要がある。  

ア 指定通所介護が同時に一定の距離を置いた２つの場

所で行われ、これらのサービスの提供が一体的に行わ

れているといえない場合  

イ 午前と午後とで別の利用者に対して指定通所介護を

提供する場合 

  また、利用者ごとに策定した通所介護計画に位置づけ

られた内容の通所介護が一体的に提供されていると認め

られる場合は、同一単位で提供時間数の異なる利用者に

対して通所介護を行うことも可能である。なお、同時一

体的に行われているとは認められない場合は、別単位と

なることに留意すること。 

② ７時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延

長サービスを行う場合にあっては、事業所の実情に応じ

て、適当数の従業者を配置するものとする。  

③ 居宅基準条例第100条第１項第１号の生活相談員、同項

第３号の介護職員及び同条第２項[＝利用定員10人以下

の場合]の看護職員又は介護職員の人員配置については、

当該職種の従業員がサービス提供時間内に勤務する時間

数の合計（以下「勤務延時間数」という。）を提供時間数

で除して得た数が基準において定められた数以上となる

よう、勤務延時間数を確保するよう定めたものであり、

必要な勤務延時間数が確保されれば当該職種の従業者の

員数は問わないものである。 

④ 生活相談員については、指定通所介護の単位の数にか

かわらず、次の計算式のとおり指定通所介護事業所にお

ける提供時間数に応じた生活相談員の配置が必要になる

ものである。ここでいう提供時間数とは、当該事業所に

おけるサービス提供開始時刻から終了時刻まで（サービ

スが提供されていない時間帯を除く。）とする。 

（確保すべき生活相談員の勤務延時間数の計算式） 

提供日ごとに確保すべき勤務延時間数＝提供時間数 

  例えば、１単位の指定通所介護を実施している事業所

の提供時間数を６時間とした場合、生活相談員の勤務延

時間数を、提供時間数である６時間で除して得た数が１

以上となるよう確保すればよいことから、従業者の員数

にかかわらず６時間の勤務延時間数分の配置が必要とな

る。また、例えば午前９時から正午、午後１時から午後

６時の２単位の指定通所介護を実施している事業所の場

合、当該事業所におけるサービス提供時間は午前９時か

ら午後６時（正午から午後１時までを除く。）となり、提

供時間数は８時間となることから、従業者の員数にかか

わらず８時間の勤務延時間数分の配置が必要となる。 

  なお、指定通所介護事業所が、利用者の地域での暮ら

しを支えるため、医療機関、他の居宅サービス事業者、

地域の住民活動等を連携し、指定通所介護事業所を利用

しない日でも利用者の地域活動を支える地域連携の拠点

としての機能を展開できるように、生活相談員の確保す

べき勤務時間数には、「サービス担当者会議や地域ケア会

議に出席するための時間」、「利用者宅を訪問し、在宅生

活の状況を確認した上で、利用者の家族も含めた相談・
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ができる利用者の数の上限をいう。以

下この節から第４節までにおいて同

じ。）が10人以下である場合にあって

は、前項の規定にかかわらず、看護職

員及び介護職員の員数を、指定通所介

護の単位ごとに、当該指定通所介護を

提供している時間帯に看護職員又は介

護職員（いずれも専ら当該指定通所介

護の提供に当たる者に限る。）が勤務し

ている時間数の合計数を提供単位時間

数で除して得た数が１以上確保される

ために必要と認められる数とすること

ができる。 

３ 指定通所介護事業者は、指定通所介

護の単位ごとに、第１項第３号の介護

職員（第２項の適用を受ける場合にあ

っては、同項の看護職員又は介護職員。

次項及び第７項において同じ。）を、常

時１人以上当該指定通所介護に従事さ

せなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわら

ず、介護職員は、利用者の処遇に支障

がない場合は、他の指定通所介護の単

位の介護職員として従事することがで

きるものとする。 

５ 前各項の指定通所介護の単位は、指

定通所介護であってその提供が同時に

１又は複数の利用者に対して一体的に

行われるものをいう。 

６ 第１項第４号の機能訓練指導員は、

日常生活を営むのに必要な機能の減退

を防止するための訓練を行う能力を有

する者とし、当該指定通所介護事業所

の他の職務に従事することができるも

のとする。 

７ 第１項の生活相談員又は介護職員の

うち１人以上は、常勤でなければなら

ない。 

８ 指定通所介護事業者が指定介護予防

通所介護事業者の指定を併せて受け、

かつ、指定通所介護の事業と指定介護

予防通所介護の事業とが同一の事業所

において一体的に運営されている場合

については、指定介護予防サービス等

条例第98条第１項から第７項までに規

定する人員に関する基準を満たすこと

をもって、前各項に規定する基準を満

たしているものとみなすことができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

援助のための時間」、「地域の町内会、自治会、ボランテ

ィア団体等と連携し、利用者に必要な生活支援を担って

もらうなどの社会資源の発掘・活用のための時間」など、

利用者の地域生活を支える取組のために必要な時間も含

めることができる。 

  ただし、生活相談員は、利用者の生活の向上を図るた

め適切な相談・援助等を行う必要があり、これらに支障

がない範囲で認められるものである。 

⑤ 居宅基準条例第100条第１項第３号にいう介護職員（第

２項の適用を受ける場合の看護職員又は介護職員を含

む。以下⑤について同じ。）については、指定通所介護の

単位ごとに、提供時間数に応じた配置が必要となるもの

であり、確保すべき勤務延時間数は、次の計算式のとお

り提供時間数及び利用者数から算出される。なお、ここ

でいう提供時間数とは、当該単位における平均提供時間

数（利用者ごとの提供時間数の合計を利用者数で除して

得た数）とする。 

（確保すべき介護職員の勤務延時間数の計算式） 

・利用者数15人まで 

単位ごとに確保すべき勤務延時間数＝平均提供時間数 

・利用者数16人以上 

単位ごとに確保すべき勤務延時間数＝((利用者数－15)

÷５＋１)×平均提供時間数 

※ 平均提供時間数＝利用者ごとの提供時間数の合計÷

利用者数 

  例えば、利用者数18人、提供時間数を５時間とした場

合、(18－15)÷５＋１＝1.6となり、５時間の勤務時間数

を1.6名分確保すればよいことから、従業員の員数にかか

わらず、５×1.6＝８時間の勤務延時間数分の人員配置が

必要となる。利用者数と平均提供時間数に応じて確保す

べき勤務延時間数の具体例を別表２に示すものとする。 

  なお、介護職員については、指定通所介護の単位ごと

に常時１名以上確保することとされているが、これは、

介護職員が常に確保されるよう必要な配置を行うよう定

めたものであり、例えば、計算式により算出した確保す

べき勤務延時間数が、当該事業所におけるサービス提供

開始時刻から終了時刻までの時間数に満たない場合であ

っても、常時１名以上が確保されるよう配置を行う必要

があることに留意すること。 

  また、介護職員は、利用者の処遇に支障がない場合は

他の指定通所介護の単位の介護職員として従事すること

ができるとされたことから、例えば複数の単位の指定通

所介護を同じ時間帯に実施している場合、単位ごとに介

護職員等が常に１名以上確保されている限りにおいて

は、単位を超えて柔軟な配置が可能である。 

⑥ 看護職員については、提供時間帯を通じて専従する必

要はないが、当該看護職員は提供時間帯を通じて指定通

所介護事業所と密接かつ適切な連携を図るものとする。 

  また、病院、診療所、訪問看護ステーションとの連携

により、看護職員が指定通所介護事業所の営業日ごとに

利用者の健康状態の確認を行い、病院、診療所、訪問看

護ステーションと指定通所介護事業所が提供時間帯を通

じて密接かつ適切な連携を図っている場合には、看護職

員が確保されているものとする。 

なお、「密接かつ適切な連携」とは、指定通所介護事業

所へ駆けつけることができる体制や適切な指示ができる

連絡体制を確保することである。 

⑦ 利用者の数又は利用定員は、単位ごとの指定通所介護
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（管理者） 

第101条 指定通所介護事業者は、指定通

所介護事業所ごとに専らその職務に従

事する常勤の管理者を置かなければな

らない。ただし、指定通所介護事業所

の管理上支障がない場合は、当該指定

通所介護事業所の他の職務に従事し、

又は同一敷地内にある他の事業所、施

設等の職務に従事することができるも

のとする。 

についての利用者の数又は利用定員をいうものであり、

利用者の数は実人員、利用定員は、あらかじめ定めた利

用者の数の上限をいうものである。従って、例えば、１

日のうちの午前の提供時間帯に利用者10人に対して指定

通所介護を提供し、午後の提供時間帯に別の利用者10人

に対して指定通所介護を提供する場合であって、それぞ

れの指定通所介護の定員が10人である場合には、当該事

業所の利用定員は10人、必要となる介護職員の員数は午

前午後それぞれにおいて利用者10人に応じた数というこ

ととなり、人員算定上午前の利用者の数と午後の利用者

の数が合算されるものではない。 

⑧ 同一事業所で複数の単位の指定通所介護を同時に行う

場合であっても、常勤の従業者は事業所ごとに確保すれ

ば足りるものである（居宅基準条例第100条第７項関係）。 

 

(２)生活相談員（居宅基準条例第100条第１項第１号） 

  生活相談員については、特別養護老人ホームの設備及

び運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）第５条

第２項[→Ａ]に定める生活相談員に準ずるものである。 

 

(３)機能訓練指導員（居宅基準条例第100条第６項）  

  機能訓練指導員は、日常生活を営むのに必要な機能の

減退を防止するための訓練を行う能力を有する者とされ

たが、この「訓練を行う能力を有する者」とは、理学療

法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師

又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する者とする。

ただし、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を

通じて行う機能訓練については、当該事業所の生活相談

員又は介護職員が兼務して行っても差し支えない。 

 

(４)管理者（居宅基準条例第101条）  

  訪問介護の場合と同趣旨であるため、第３の一[＝訪問

介護]の１の(３)を参照されたい。 

┌ 第３の１の(３) ────────────────┐ 

指定通所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原

則として専ら当該事業所の管理業務に従事するもとす

る。ただし、以下の場合であって、当該事業所の管理業

務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができる

ものとする。なお、管理者は、通所介護従業者である必

要はないものである。 

① 当該指定通所介護事業所の通所介護従業者としての

職務に従事する場合 

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特

に当該事業所の管理業務に支障がないと認められる範

囲内に他の事業所、施設等がある場合に、当該他の事

業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事

する場合（この場合の他の事業所、施設等の事業の内

容は問わないが、例えば、管理すべき事業所数が過剰

であると個別に判断される場合や、併設される入所施

設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介

護職員と兼務する場合などは、管理業務に支障がある

と考えられる。ただし、施設における勤務時間が極め

て限られている職員である場合等、個別に判断の上、

例外的に認める場合があっても差し支えない。） 

└────────────────────────┘   

予防基準条例第98条・99条＝同旨 

生活相談員の資格関係 
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Ａ特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第46号）第５条第２項 

(職員の資格要件) 

第５条（略） 

２ 生活相談員は、社会福祉法第19条第１項各号［→Ｃ］のいずれかに該当する者又はこれと同等

以上の能力を有すると認められる者［→Ｂ］でなければならない。 

 

Ｂ特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準について（平成12年３月17日老発第214号） 

第１の４ 職員の資格要件 

(１)基準第５条（職員の資格要件）第１項及び第２項は、施設長及び生活相談員について、その有

すべき資格を定めたものであるが、このうち「同等以上の能力を有すると認められる者」とは、

社会福祉施設等に勤務し又は勤務したことのある者等であって、その者の実績等から一般的に、

<略：施設長>、生活相談員にあっては、入所者の生活の向上を図るため適切な相談、援助等を行

う能力を有すると認められる者をいう。 

※島根県では、通所介護・介護予防通所介護の生活相談員の人員基準への準用に当たり、この「同

等以上の能力を有すると認められる者」は少なくとも、介護支援専門員、介護福祉士、介護福祉

士養成のための実務者研修修了者、看護師、准看護師、(旧)訪問介護員養成１級課程又は同２級

課程修了者であることを要することとしている。 

 

Ｃ社会福祉法（昭和26年法律第45号）第19条第１項各号 

 (資格等) 

第19条 社会福祉主事は、都道府県知事又は市町村長の補助機関である職員とし、年齢20年以上の

者であって、人格が高潔で、思慮が円熟し、社会福祉の増進に熱意があり、かつ、次の各号のい

ずれかに該当するもののうちから任用しなければならない。 

 一 学校教育法(昭和22年法律第26号)に基づく大学、旧大学令(大正７年勅令第388号)に基づく

大学、旧高等学校令(大正７年勅令第389号)に基づく高等学校又は旧専門学校令(明治36年勅令

第611号)に基づく専門学校において、厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて

卒業した者 

 二 厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者 

 三 社会福祉士 

 四 厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者 

 五 前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚生労働省令[→Ｄ]で

定めるもの 

 

Ｄ社会福祉法施行規則（昭和26年厚生省令第28号） 

(法第19条第１項第五号に規定する厚生労働省令で定める者) 

第１条の２ 社会福祉法第19条第１項第五号に規定する厚生労働省令で定める者は、次のとおりと

する。 

 一 精神保健福祉士 

 二 学校教育法(昭和22年法律第26号)に基づく大学において、法第19条第１項第一号に規定する

厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて、学校教育法第102条第２項の規定に

より大学院への入学を認められた者 

 ※社会福祉主事の任用資格については、厚生労働省のホームページに掲載されている。 

  「社会福祉主事任用資格の取得方法」 

   http://www.mhlw.go.jp/bunya/seikatsuhogo/shakai-kaigo-fukushi8.html 
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〔平成２４年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問63】通所介護において、確保すべき従業者の勤務延時間数は、実労働時間しか算入できないのか。

休憩時間はどのように取扱うのか。 

（答） 労働基準法第34条において最低限確保すべきとされている程度の休憩時間については、確保す

べき勤務延時間数に含めて差し支えない。ただし、その場合においても、居宅基準第93条第３項

を満たす必要があることから、介護職員全員が同一時間帯に一斉に休憩を取ることがないように

すること。また、介護職員が常時１名しか配置されていない事業所については、当該職員が休憩

を取る時間帯に、介護職員以外で利用者に対して直接ケアを行う職員（居宅基準第93条第１項第

１号の生活相談員又は同項第２号の看護職員）が配置されていれば、居宅基準第93条第３項の規

定を満たすものとして取り扱って差し支えない。 

    このような取扱いは、通常の常勤換算方法とは異なりサービス提供時間内において必要な労働

力を確保しつつピークタイムに手厚く配置することを可能とするなど、交代で休憩を取得したと

しても必ずしもサービスの質の低下には繋がらないと考えられる通所介護（療養通所介護は除

く）に限って認められるものである。 

    なお、管理者は従業者の雇用管理を一元的に行うものとされていることから、休憩時間の取得

等について労働関係法規を遵守すること。 

    認知症対応型通所介護についても同様の考え方とする。 

〔平成２４年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.2)〕 

【問11】人員配置の計算の基となる「提供時間数」については、通所サービス計画上の所要時間に基づ

く配置となるのか、それとも実績に基づく配置となるのか。 

（答） 通所サービス計画上の所要時間に基づき配置する。 

〔平成２４年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.2)〕 

【問12】通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については確保すべ

き勤務延時間数に含めることができるか。 

（答） 通所介護事業所の生活相談員がサービス担当者会議に出席するための時間については、確保す

べき勤務延時間数に含めて差し支えない。 

    認知症対応型通所介護についても同様の取扱いとなる。 

〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問49】生活相談員の勤務延時間に、「地域の町内会、自治会、ボランティア団体等と連携し、利用者

に必要な生活支援を担ってもらうなど社会資源の発掘、活用のための時間」が認められたが、具

体的にはどのようなものが想定されるのか。また、事業所外での勤務に関しては、活動実績など

の記録を保管しておく必要があるか。 

（答） 例えば、以下のような活動が想定される。 

・ 事業所の利用者である要介護者等も含んだ地域における買い物支援、移動支援、見守りなど

の体制を構築するため、地域住民等が参加する会議等に参加する場合 

・ 利用者が生活支援サービスを受けられるよう地域のボランティア団体との調整に出かけてい

く場合 

生活相談員の事業所外での活動に関しては、利用者の地域生活を支えるための取組である必要

があるため、事業所において、その活動や取組を記録しておく必要がある。 

〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問50】病院、診療所又は訪問看護ステーションとの契約で確保した看護職員は、営業日ごとに事業所

内で利用者の健康状態の確認を行う必要があるが、その場合どの程度の従事時間が必要か。また、

事業所に駆けつけることができる体制とは、距離的にどの程度離れた範囲までを想定しているの

か。 

（答） 健康状態の確認を行うために要する時間は、事業所の規模に応じて異なるため、一概に示すこ

とはできないが、利用者全員に対して適切に健康状態の確認を行えるように病院、診療所又は訪

問看護ステーションと契約を結ぶ必要がある。 

また、事業所に駆けつけることができる体制に係る距離的概念については、地域の実情に応じ

て対応するため、一概に示すことはできないが、利用者の容態急変に対応できるよう契約先の病

院、診療所又は訪問看護ステーションから適切に指示を受けることができる連絡体制を確保する

ことでも密接かつ適切な連携を図っていることになる。 
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〔平成２４年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問60】サービス提供時間の終了後から延長加算に係るサービスが始まるまでの間はどのような人員配

置が必要となるのか。 

（答） 例えば通所介護のサービス提供時間を７時間30分とした場合、延長加算は、７時間以上９時間

未満に引き続き、９時間以上から算定可能である。サービス提供時間終了後に日常生活上の世話

をする時間帯（９時間までの１時間30分及び９時間以降）については、サービス提供時間ではな

いことから、事業所の実情に応じて適当数の人員配置で差し支えないが、安全体制の確保に留意

すること。 

〔介護報酬に係るＱ＆Ａ(平成１５年５月版)〕 

【問６】延長加算に係る延長時間帯における人員配置について 

（答） 延長サービスにおける日常生活上の世話とは､通常のサービスに含まれるものではなく､いわゆ

る預かりサービスなどを、事業所の実情に応じて適当数の従業員を置いて行うものである。 

    よって、延長加算の時間帯は人員基準上の提供時間帯に該当しない。複数の単位の利用者を同

一の職員が対応することもできる。 

 

〔平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問14】予防給付の通所系サービスと介護給付の通所系サービスの提供に当たっては、物理的（空間的・

時間的）にグループを分けて行う必要があるのか。 

（答） 通所系サービスは、ケアマネジメントにおいて、利用者一人一人の心身の状況やニーズ等を勘

案して作成されるケアプランに基づき、いずれにしても個別的なサービス提供が念頭に置かれて

いるものであり、したがって、予防給付の通所系サービスと介護給付の通所系サービスの指定を

併せて受ける場合についても個別のニーズ等を考慮する必要がある。 

    具体的には、指定基準上、サービスが一体的に提供されている場合には、指定基準上のサービ

ス提供単位を分ける必要はないこととしているところであるが、両者のサービス内容を明確化す

る観点から、サービス提供に当たっては、非効率とならない範囲で一定の区分を設ける必要があ

ると考えており、具体的には、以下のとおりの取扱いとする。 

   ① 日常生活上の支援（世話）等の共通サービス（入浴サービスを含む｡）については、サービ

ス提供に当たり、物理的に分ける必要はないこととする。 

   ② 選択的サービス（介護給付の通所系サービスについては、各加算に係るサービス）について

は、要支援者と要介護者でサービス内容がそもそも異なり、サービスの提供は、時間やグルー

プを区分して行うことが効果的・効率的と考えられることから、原則として、物理的に区分し

てサービスを提供することとする。ただし、例えば、口腔機能向上のための口・舌の体操など、

内容的に同様のサービスであって、かつ、当該体操の指導を要支援者・要介護者に同時かつ一

体的に行うこととしても、特段の支障がないものについては、必ずしも物理的に区分する必要

はないものとする。 

   ③ なお、介護予防通所介護におけるアクティビティについては、要支援者に対する場合と要介

護者に対する場合とで内容を区分する必要はあるが、必ずしも物理的に区分して提供しなけれ

ばならないものではない。（必ずしも部屋を分ける等する必要はないが、サービス内容は異な

るのでその意味では区分する。時間帯、場所まで区分することはない。） 

〔平成１８年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問23】選択的サービスを算定するのに必要な職員は兼務することは可能か。 

（答） 選択的サービスの算定に際して必要となる職員は、毎日配置する必要はなく、一連のサービス

提供に当たり必要な時間配置していれば足りるものであって、当該時間以外については、他の職

務と兼務することも可能である。 
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基準条例 解釈通知 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の

各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴～⑹ 略 

⑺ 常勤換算方法 当該事業所の

従業者の勤務延時間数を当該事

業所において常勤の従業者が勤

務すべき時間数で除することに

より、当該事業所の従業者の員

数を常勤の従業者の員数に換算

する方法をいう。 

２ 用語の定義 

 基準条例第２条において、一定の用語についてその定義を明らか

にしているところであるが、以下は、同条に定義が置かれている用

語について、その意味をより明確なものとするとともに、基準条例

中に用いられている用語であって、定義規定が置かれていないもの

の意味を明らかにするものである。 

(１)「常勤換算方法」 

  当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常

勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を

基本とする。）で除することにより、当該事業所の従業者の員数

を常勤の従業者の員数に換算する方法をいうものである。この場

合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに

従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、当該事業所が訪問介

護と訪問看護の指定を重複して受ける場合であって、ある従業者

が訪問介護員等と看護師等を兼務する場合、訪問介護員等の勤務

延時間数には、訪問介護員等としての勤務時間だけを算入するこ

ととなるものであること。 

(２）「勤務延時間数」 

  勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は

当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機

の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数

とする。なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入すること

ができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべ

き勤務時間数を上限とすること。 

(３)「常勤」 

  当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められ

ている常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は

32時間を基本とする。）に達していることをいうものである。た

だし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福

祉に関する法律（平成３年法律第76号）第23条第１項に規定する

所定労働時間の短縮措置が講じられている者については、利用者

の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外

的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間として取り扱う

ことが可能とする。 

また、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の

職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが

差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務

時間の合計が常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、

常勤の要件を満たすものであることとする。例えば、一の事業者

によって行われる指定訪問介護事業所と指定居宅介護支援事業

所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と指定居

宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の

合計が所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととな

る。 

(４)「専ら従事する」「専ら提供に当たる」 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の

職務に従事しないことをいうものである。この場合のサービス提

供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間（指定

通所介護及び指定通所リハビリテーションについては、サービス

の単位ごとの提供時間）をいうものであり、当該従業者の常勤・

非常勤の別を問わない。ただし、通所介護及び通所リハビリテー

ションについては、あらかじめ計画された勤務表に従って、サー

ビス提供時間帯の途中で同一職種の従業者と交代する場合には、

それぞれのサービス提供時間を通じて当該サービス以外の職務

に従事しないことをもって足りるものである。 

予防基準条例第２条＝同旨 
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〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問１】各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められている場合、育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介護休

業法」という。）の所定労働時間の短縮措置の対象者について常勤の従業者が勤務すべき時間数

を30時間としているときは、当該対象者については30時間勤務することで「常勤」として取り扱

って良いか。 

（答） そのような取扱いで差し支えない。 

〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問２】育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる場合、常勤換算方法による人員要

件についてはどのように計算すれば良いか。 

（答） 常勤換算方法については、従前どおり「当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所にお

いて常勤の従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除する

ことにより、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法」であり、その計

算に当たっては、育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者の有無は問題にはならな

い。 

〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問３】各事業所の「管理者」についても、育児・介護休業法第23条第１項に規定する所定労働時間の

短縮措置の適用対象となるのか。 

（答） 労働基準法第41 条第2 号に定める管理監督者については、労働時間等に関する規定が適用除

外されていることから、「管理者」が労働基準法第41条第2号に定める管理監督者に該当する場合

は、所定労働時間の短縮措置を講じなくてもよい。 

なお、労働基準法第41条第2号に定める管理監督者については、同法の解釈として、労働条件

の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意であり、名称にとらわれず、

実態に即して判断すべきであるとされている。このため、職場で「管理職」として取り扱われて

いる者であっても、同号の管理監督者に当たらない場合には、所定労働時間の短縮措置を講じな

ければならない。 

また、同号の管理監督者であっても、育児・介護休業法第23条第1項の措置とは別に、同項の

所定労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは可能であり、こうした者の仕事と子育て

の両立を図る観点からは、むしろ望ましいものである。 
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３．設備基準 

必要な設備・備品等 要  件 

食堂及び機能訓練室 ・それぞれ必要な広さを有するものとし、その合計した面積は、

３平方メートルに利用定員を乗じて得た面積以上とすること 

・食事の提供の際にはその提供に支障がない広さを確保でき、

かつ、機能訓練を行う際にはその実施に支障がない広さを確

保できる場合にあっては、同一の場所とすることができる 

静養室  

相談室 ・遮蔽物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮さ

れていること 

事務室  

消火設備その他の非常災害

に際して必要な設備 

・消防法その他の法令等に規定された設備を確実に設置するこ

と 

その他の設備及び備品等 ・指定通所介護の提供に必要なもの 

※設備及び備品等は、専ら当該指定通所介護の事業の用に供するものであること 

  ただし、利用者に対する指定通所介護の提供に支障がない場合は、この限りではない 

 

 

 

 

 

 

基準条例 解釈通知 

第３節 設備に関する基準 

（設備及び備品等） 

第102条 指定通所介護事業所は、食堂、機能訓

練室、静養室、相談室及び事務室を有するほ

か、消火設備その他の非常災害に際して必要

な設備並びに指定通所介護の提供に必要なそ

の他の設備及び備品等を備えなければならな

い。 

２ 前項に掲げる設備の基準は、次のとおりと

する。 

  ⑴ 食堂及び機能訓練室 

    ア 食堂及び機能訓練室は、それぞれ必要

な広さを有するものとし、その合計した

面積は、３平方メートルに利用定員を乗

じて得た面積以上とすること。 

    イ アにかかわらず、食堂及び機能訓練室

は、食事の提供の際にはその提供に支障

がない広さを確保でき、かつ、機能訓練

を行う際にはその実施に支障がない広さ

を確保できる場合にあっては、同一の場

所とすることができる。 

  ⑵ 相談室 遮蔽物の設置等により相談の内

容が漏えいしないよう配慮されているこ

と。 

３ 第１項に掲げる設備は、専ら当該指定通所

介護の事業の用に供するものでなければなら

ない。ただし、利用者に対する指定通所介護

の提供に支障がない場合は、この限りでない。 

２ 設備に関する基準（居宅基準条例第102条） 

 

(１)事業所 

  事業所とは、指定通所介護を提供するための設

備及び備品を備えた場所をいう。原則として１の

建物につき、１の事業所とするが、利用者の利便

のため、利用者に身近な社会資源（既存施設）を

活用して、事業所の従業者が当該既存施設に出向

いて指定通所介護を提供する場合については、こ

れらを事業所の一部とみなして設備基準を適用す

るものである。  

(２)食堂及び機能訓練室 

① 指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室（以

下「指定通所介護の機能訓練室等」という。）につ

いては、３平方メートルに利用定員を乗じて得た

面積以上とすることとされたが、指定通所介護が

原則として同時に複数の利用者に対し介護を提供

するものであることに鑑み、狭隘な部屋を多数設

置することにより面積を確保すべきではないもの

である。ただし、指定通所介護の単位をさらにグ

ループ分けして効果的な指定通所介護の提供が期

待される場合はこの限りではない。  

② 指定通所介護の機能訓練室等と、指定通所介護

事業所と併設の関係にある医療機関や介護老人保

健施設における指定通所リハビリテーションを行

うためのスペースについては、以下の条件に適合

するときは、これらが同一の部屋等であっても差

し支えないものとする。  
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４ 前項ただし書の場合（指定通所介護事業者

が第１項に掲げる設備を利用し、夜間及び深

夜に指定通所介護以外のサービスを提供する

場合に限る。）には、当該サービスの内容を当

該サービスの提供の開始前に知事に届け出る

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 指定通所介護事業者が指定介護予防通所介

護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定通

所介護の事業と指定介護予防通所介護の事業

とが同一の事業所において一体的に運営され

ている場合については、指定介護予防サービ

ス等条例第100条第１項から第３項までに規

定する設備に関する基準を満たすことをもっ

て、前３項に規定する基準を満たしているも

のとみなすことができる。 

 ア 当該部屋等において、指定通所介護の機能訓

練室等と指定通所リハビリテーションを行うた

めのスペースが明確に区分されていること。 

 イ 指定通所介護の機能訓練室等として使用され

る区分が、指定通所介護の設備基準を満たし、

かつ、指定通所リハビリテーションを行うため

のスペースとして使用される区分が、指定通所

リハビリテーションの設備基準を満たすこと。 

(３)消火設備その他の非常災害に際して必要な設備 

  消火設備その他の非常災害に際して必要な設備

とは、消防法その他の法令等に規定された設備を

示しており、それらの設備を確実に設置しなけれ

ばならないものである。 

（４）指定通所介護事業所の設備を利用し、夜間及

び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供する

場合 

  指定通所介護の提供以外の目的で、指定通所介

護事業所の設備を利用し、夜間及び深夜に指定通

所介護以外のサービス（以下「宿泊サービス」と

いう。）を提供する場合には、当該サービスの内容

を当該サービスの提供開始前に当該指定通所介護

事業者に係る指定を行った知事（以下「指定権者」

という。）に届け出る必要があり、当該サービスの

届出内容については、介護保険法に基づく指定居

宅サービス事業者等の指定等に関する規則（平成

12年島根県規則第50号）第10条に規定する様式に

よるものとする。また、指定通所介護事業者は宿

泊サービスの届出内容に係る介護サービス情報を

県に報告し、県は情報公表制度を活用し宿泊サー

ビスの内容を公表することとする。 

指定通所介護事業者は届け出た宿泊サービスの

内容に変更がある場合は、変更の事由が生じてか

ら10日以内に指定権者に届け出るよう努めること

とする。また、宿泊サービスを休止又は廃止する

場合は、その休止又は廃止の日の１月前までに指

定権者に届け出るよう努めることとする。 

予防基準条例第100条＝同旨 
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〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問63】指定通所介護事業所等の設備を利用した夜間及び深夜の指定通所介護等以外のサービス（宿泊

サービス）を提供する場合には、平成27年４月１日から指定権者への届出が必要となるが、既に

宿泊サービスを実施している場合には、平成27年３月末までに届出を行わせなければならないの

か。 

（答） 宿泊サービスを実施している場合の届出については、平成27年４月から９月末までに届出を行

うこととしている。この期間以降については、その都度届出を行うこととなる。 

〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問64】指定通所介護事業所の設備を利用して夜間及び深夜に指定通所介護以外のサービスを提供す

る事業所については、平成27年４月１日から届出制が導入されるが、本届出が行われていなか

った場合や事故報告がなかった場合の罰則等の規定はあるか。 

（答） 届出及び事故報告については、指定居宅サービス等基準を改正し規定したものであるため、

届出を行わない場合や事故報告を行わなかった場合には、指定通所介護事業所の運営基準違反

となる。 

〔平成２７年４月改定関係Ｑ＆Ａ(Vol.1)〕 

【問66】宿泊サービスの届出要件として、「指定通所介護事業所の設備を利用し」とあるが、指定通所

介護事業所として届け出ている食堂、機能訓練室、静養室、相談室、事務室以外の部屋や隣接

する建物等で宿泊サービスを提供する場合の扱いはどうなるのか。 

（答） 指定通所介護事業所の設備を利用して提供する宿泊サービスについては、届出の対象とする

が、指定通所介護事業所の設備を利用しないものについては対象としない。また、食堂などの

一部設備を共用するが、宿泊に関しては指定通所介護事業所等以外で実施する場合は対象とな

らない。 

なお、高齢者を入居させ、「入浴、排せつ又は食事の介護」、「食事の提供」、「洗濯、掃除等の

家事」又は「健康管理」の少なくとも一つのサービスを供与する場合には、有料老人ホームに

該当し、老人福祉法上の届出を行うことが必要となることに留意されたい。 
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４．運営基準 

 項     目 
通所介護 介護予防通所介護 

居宅基準条例 予防基準条例 

１ 内容及び手続の説明及び同意 *９条 *９条 

２ 提供拒否の禁止 *10条 *10条 

３ サービス提供困難時の対応 *11条 *11条 

４ 受給資格等の確認 *12条 *12条 

５ 要介護認定等の申請に係る援助 *13条 *13条 

６ 心身の状況等の把握 *14条 *14条 

７ 居宅介護支援事業者等との連携 *15条 *15条 

８ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 *16条 *16条 

９ 居宅サービス計画等に沿ったサービスの提供 *17条 *17条 

10 居宅サービス計画等の変更の援助 *18条 *18条 

11 サービスの提供の記録 *20条 *20条 

12 利用料等の受領 103条 101条 

13 保険給付の請求のための証明書の交付 *22条 *22条 

14 
指定通所介護の基本取扱方針 104条 － 

指定通所介護の具体的取扱方針 105条 － 

15 通所介護計画の作成 106条 － 

16 利用者に関する市町村への通知 *27条 *24条 

17 緊急時等の対応 *28条 *25条 

18 管理者の責務 *56条 *54条 

19 運営規程 107条 102条 

20 勤務体制の確保等 108条 103条 

21 定員の遵守 109条 104条 

22 非常災害対策 110条 105条 

23 衛生管理等 111条 106条 

24 掲示 *34条 *31条 

25 秘密保持等 *35条 *32条 

26 広告 *36条 *33条 

27 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 *37条 *34条 

28 苦情処理 *38条 *35条 

29 地域との連携 *39条 *36条 

30 事故発生時の対応 111条の2 *37条 

31 会計の区分 *41条 *38条 

32 記録の整備 112条 107条 

33 指定介護予防通所介護の基本取扱方針 － 109条 

34 指定介護予防通所介護の具体的取扱方針 － 110条 

35 指定介護予防通所介護の提供に当たっての留意点 － 111条 

36 安全管理体制等の確保 － 112条 

（*）居宅基準条例第113条による準用、予防基準条例第108条による準用 
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１ 内容及び手続きの説明と同意 

◎サービス提供の開始に際しては、利用申込者又は家族に対し、サービスの選択に資すると認

められる重要事項を記載した文書（重要事項説明書）を交付して十分説明を行い、サービス

提供の開始について利用申込者の同意を得ること。 

〔重要事項説明書に記載すべき事項〕 

①運営規程の概要 

②通所介護従業者の勤務体制 

 ③事故発生時の対応 

 ④苦情処理の体制 

 ⑤その他（秘密保持、衛生管理、緊急時の対応など） 

※分かりやすい説明書やパンフレット等を交付して、懇切丁寧に説明を行うこと 

※利用者及び事業者双方の保護の立場から、書面による同意を得ることが望ましい 

 

サービス提供に際しての留意点 

①利用申込者又は家族に対する重要事項説明書による説明 

   ↓ 

②重要事項説明書についての同意［重要事項説明書］ 

   ↓ 

③利用者（又は代理人）と事業者との契約［契約書］ 

   ↓ 

④利用者及び家族からの個人情報の利用の同意［同意書］（基準条例35条３項） 

 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

第４節 運営に関する基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第９条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の

提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又

はその家族に対し、第107条に規定する運営規程

の概要、通所介護従業者の勤務の体制その他の

利用申込者のサービスの選択に資すると認めら

れる重要事項を記した文書を交付して説明を行

い、当該提供の開始について利用申込者の同意

を得なければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、利用申込者又はその

家族からの申出があった場合には、前項の規定

による文書の交付に代えて、第５項で定めると

ころにより、当該利用申込者又はその家族の承

諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信

の技術を利用する方法であって次に掲げるもの

（以下この条において「電磁的方法」という。）

により提供することができる。この場合におい

て、当該指定通所介護事業者は、当該文書を交

付したものとみなす。 

  ＜以下略（電磁的方法部分）＞ 

３ 運営に関する基準 

(１)内容及び手続の説明及び同意 

居宅基準条例第９条は、指定通所介護事業者

は、利用者に対し適切な指定通所介護を提供す

るため、その提供の開始に際し、あらかじめ、

利用申込者又はその家族に対し、当該指定通所

介護事業所の運営規程の概要、通所介護従業者

の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体

制等の利用申込者がサービスを選択するために

必要な重要事項について、わかりやすい説明書

やパンフレット等（当該指定通所介護事業者が、

他の介護保険に関する事業を併せて実施してい

る場合、当該パンフレット等について、一体的

に作成することは差し支えないものとする。）の

文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事

業所から指定通所介護の提供を受けることにつ

き同意を得なければならないこととしたもので

ある。なお、当該同意については、利用者及び

指定通所介護事業者双方の保護の立場から書面

によって確認することが望ましいものである。 

予防基準条例第９条＝同旨 
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２ 提供拒否の禁止 

◎正当な理由なくサービス提供を拒まないこと。 

〔正当な理由〕 

 ①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

 ②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

 ③その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合 

 ※特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否しないこと 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（提供拒否の禁止） 

第10条 指定通所介護事業者は、正当な理由なく

指定通所介護の提供を拒んではならない。 

(２)提供拒否の禁止 

居宅基準条例第10条は、指定通所介護事業者

は、原則として、利用申込に対しては応じなけ

ればならないことを規定したものであり、特に、

要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供

を拒否することを禁止するものである。<中略>

提供を拒むことのできる正当な理由がある場合

とは、①当該事業所の現員からは利用申込に応

じきれない場合、②利用申込者の居住地が当該

事業所の通常の事業の実施地域外である場合、

その他利用申込者に対し自ら適切な指定通所介

護を提供することが困難な場合である。 

予防基準条例第10条＝同旨 

 

 

 

 

 

 

３ サービス提供困難時の対応 

◎利用申込者に対し自ら適切なサービス提供が困難な場合は、必要な措置（居宅介護支援事業

者への連絡、適当な他の指定通所介護事業者等の紹介など）を速やかに講じること。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（サービス提供困難時の対応） 

第11条 指定通所介護事業者は、当該指定通所介

護事業所の通常の事業の実施地域（当該事業所

が通常時に当該サービスを提供する地域をい

う。以下同じ。）等を勘案し、利用申込者に対し

自ら適切な指定通所介護を提供することが困難

であると認めた場合は、当該利用申込者に係る

居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定

通所介護事業者等の紹介その他の必要な措置を

速やかに講じなければならない。 

(３)サービス提供困難時の対応 

指定通所介護事業者は、居宅基準条例第10条

の正当な理由により、利用申込者に対し自ら適

切な指定通所介護を提供することが困難である

と認めた場合には、居宅基準条例第11条の規定

により、当該利用申込者に係る居宅介護支援事

業者への連絡、適当な他の指定通所介護事業者

等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じな

ければならないものである。 

予防基準条例第11条＝同旨 
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４ 受給資格等の確認 

◎利用者の被保険者証により、①被保険者資格、②要介護認定(要支援認定)の有無、③要介護

認定(要支援認定)の有効期間を確認すること。 

◎被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、その意見に配慮したサービス提供に

努めること。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（受給資格等の確認） 

第12条 指定通所介護事業者は、指定

通所介護の提供を求められた場合

は、その者の提示する被保険者証に

よって、被保険者資格、要介護認定

の有無及び要介護認定の有効期間を

確かめるものとする。 

２ 指定通所介護事業者は、前項の被

保険者証に、法第73条第２項に規定

する認定審査会意見が記載されてい

るときは、当該認定審査会意見に配

慮して、指定通所介護を提供するよ

うに努めなければならない。 

(４)受給資格等の確認 

① 居宅基準条例第12条第１項は、指定通所介護の利用に係

る費用につき保険給付を受けることができるのは、要介護

認定を受けている被保険者に限られるものであることを踏

まえ、指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供の開始

に際し、利用者の提示する被保険者証によって、被保険者

資格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確か

めなければならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、利用者の被保険者証に、指定居宅サービ

スの適切かつ有効な利用等に関し当該被保険者が留意すべ

き事項に係る認定審査会意見が記載されているときは、指

定通所介護事業者は、これに配慮して指定通所介護を提供

するように努めるべきことを規定したものである。 

予防基準条例第12条＝同旨 

 

 

５ 要介護認定等の申請に係る援助 

◎指定通所介護の提供の開始に際して、要介護認定等を受けていない利用申込者については、

必要に応じて申請の援助を行うこと。 

◎居宅介護支援事業者等を利用していない場合などは、更新の申請が有効期間満了日の３０日

前に行われるよう必要な援助を行うこと。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（要介護認定の申請に係る援助） 

第13条 指定通所介護事業者は、指定

通所介護の提供の開始に際し、要介

護認定を受けていない利用申込者に

ついては、要介護認定の申請が既に

行われているかどうかを確認し、申

請が行われていない場合は、当該利

用申込者の意思を踏まえて速やかに

当該申請が行われるよう必要な援助

を行わなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、居宅介護

支援（これに相当するサービスを含

む。）が利用者に対して行われていな

い等の場合であって必要と認めると

きは、要介護認定の更新の申請が、

遅くとも当該利用者が受けている要

介護認定の有効期間が終了する30日

前にはなされるよう、必要な援助を

行わなければならない。 

(５)要介護認定の申請に係る援助 

① 居宅基準条例第13条第１項は、要介護認定の申請がなさ

れていれば、要介護認定の効力が申請時に遡ることにより、

指定通所介護の利用に係る費用が保険給付の対象となり得

ることを踏まえ、指定通所介護事業者は、利用申込者が要

介護認定を受けていないことを確認した場合には、要介護

認定の申請が既に行われているかどうかを確認し、申請が

行われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて

速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わなけれ

ばならないこととしたものである。 

② 同条第２項は、要介護認定の有効期間が原則として６か

月ごとに終了し、継続して保険給付を受けるためには要介

護更新認定を受ける必要があること及び当該認定が申請の

日から30日以内に行われることとされていることを踏ま

え、指定通所介護事業者は、居宅介護支援（これに相当す

るサービスを含む。）が利用者に対して行われていない等の

場合であって必要と認めるときは、要介護認定の更新の申

請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効

期間が終了する30日前にはなされるよう、必要な援助を行

わなければならないこととしたものである。 

予防基準条例第13条（要支援認定の申請に係る援助）＝同旨 
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６ 心身の状況等の把握 

◎サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況やその置かれている環境、他の保健医

療サービス・福祉サービスの利用状況等を把握するよう努めること。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知 

（心身の状況等の把握） 

第14条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供に当たっては、

利用者に係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議

（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11

年厚生省令第38号）第13条第９号に規定するサービス担当者会議を

いう。以下同じ。）等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれて

いる環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の

把握に努めなければならない。 

 

 

予防基準条例第14条＝同旨 

 

 

 

 

 

７ 居宅介護支援事業者等との連携 

◎サービス提供に当たっては、居宅介護支援事業者や保健医療サービス・福祉サービスを提供

する者との密接な連携に努めること。 

◎サービス提供の終了に際しては、利用者又は家族に対して適切な指導を行うとともに、居宅

介護支援事業者に対する情報の提供、保健医療サービス・福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めること。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知 

（居宅介護支援事業者等との連携） 

第15条 指定通所介護事業者は、指定通所介護を提供するに当たって

は、居宅介護支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービス

を提供する者との密接な連携に努めなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護の提供の終了に際しては、

利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、当該利用

者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保健医療サー

ビス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければ

ならない。 

 

予防基準条例第15条（介護予防支援事業者等との連携）＝同旨 
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８ 法定代理受領サービスの提供を受けるための援助等 

◎法定代理受領の手続きをとっていない利用申込者に対しては、その手続きを説明するなど必

要な援助を行うこと。 

◎介護予防サービスでは、支給手続きをとっていない利用申込者に対して、介護予防サービス

計画の作成を介護予防支援事業者に依頼する旨を市町村に届け出ること等により支給を受

けることができる旨を説明するなど必要な援助を行うこと。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助） 

第16条 指定通所介護事業者は、指定通所介護の

提供の開始に際し、利用申込者が介護保険法施

行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行

規則」という。）第64条各号のいずれにも該当し

ないときは、当該利用申込者又はその家族に対

し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事

業者に依頼する旨を市町村に対して届け出るこ

と等により、指定通所介護の提供を法定代理受

領サービスとして受けることができる旨を説明

すること、居宅介護支援事業者に関する情報を

提供することその他の法定代理受領サービスを

行うために必要な援助を行わなければならな

い。 

(６)法定代理受領サービスの提供を受けるための援助 

居宅基準条例第16条は、施行規則第64条第１

号イ又はロに該当する利用者は、指定通所介護

の提供を法定代理受領サービスとして受けるこ

とができることを踏まえ、指定通所介護事業者

は、施行規則第64条第１号イ又はロに該当しな

い利用申込者又はその家族に対し、指定通所介

護の提供を法定代理受領サービスとして受ける

ための要件の説明、居宅介護支援事業者に関す

る情報提供その他の法定代理受領サービスを行

うために必要な援助を行わなければならないこ

ととしたものである。 

予防基準条例第16条（介護予防サービス費の支給を受けるための援助）＝同旨 

 

 

法定代理受領（現物給付） 

・法定代理受領とは、法律の規定により、本来被保険者に支払われる保険給付を、法定

の要件を満たした場合に事業者に支払う方法 

・利用者は、費用の全額を一端支払ってから保険給付を受けるのではなく、自己負担額

を支払うのみでサービスが利用可能 

・居宅介護サービス費の支給では、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依

頼する旨を市町村に届け出ている場合などが法定代理受領の要件（規則第64条） 

・なお、特定福祉用具購入費・住宅改修費の支給については、法定代理受領は認められ

ていない（償還払い） 

  

利用者 

保険者 

事業者 
費用の全額の支払い 

（10 割） 

利用者 

保険者 

事業者 

 

自己負担額の支払い 

（１割又は２割） 

保険給付 

（９割又は８割）

 

保険給付 

（９割又は８割） 

法定代理受領 保険給付の対象となる場合 
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９ 居宅サービス計画等に沿ったサービスの提供 

◎居宅サービス計画に沿った通所介護を提供すること。 

〔居宅サービス計画の種類〕 

○居宅介護支援事業所で作成した居宅サービス計画（ケアプラン） 

○小規模多機能型居宅介護事業所・看護小規模多機能型居宅介護事業所で作成した居宅

サービス計画 

  …小規模多機能型居宅介護・看護小規模多機能型居宅介護では、事業所の介護支援

専門員が登録者のケアプランを作成 

○利用者が自分で作成し、市町村に届け出た計画（自己プラン） 

 

 

基準条例［準用］ 解釈通知 

（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供） 

第17条 指定通所介護事業者は、居宅サービス計画（施行規則第64条

第１号ハ及びニに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成されてい

る場合は、当該計画に沿った指定通所介護を提供しなければならな

い。 

 

予防基準条例第17条（介護予防サービス計画に沿ったサービスの提供）＝同旨 

 

 

 

 

 

10 居宅サービス計画等の変更の援助 

◎利用者が居宅サービス計画の変更を希望する場合は、居宅介護支援事業者への連絡など必要

な援助を行うこと。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（居宅サービス計画等の変更の援助） 

第18条 指定通所介護事業者は、利用者が居宅サ

ービス計画の変更を希望する場合は、当該利用

者に係る居宅介護支援事業者への連絡その他の

必要な援助を行わなければならない。 

(７)居宅サービス計画等の変更の援助 

居宅基準条例第18条は、指定通所介護を法定

代理受領サービスとして提供するためには当該

指定通所介護が居宅サービス計画に位置付けら

れている必要があることを踏まえ、指定通所介

護事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更

を希望する場合（利用者の状態の変化等により

追加的なサービスが必要となり、当該サービス

を法定代理受領サービスとして行う等のために

居宅サービス計画の変更が必要となった場合

で、指定通所介護事業者からの当該変更の必要

性の説明に対し利用者が同意する場合を含む。）

は、当該利用者に係る居宅介護支援事業者への

連絡、サービスを追加する場合に当該サービス

を法定代理受領サービスとして利用する場合に

は支給限度額の範囲内で居宅サービス計画を変

更する必要がある旨の説明その他の必要な援助

を行わなければならないこととしたものであ

る。 

予防基準条例第18条（介護予防サービス計画等の変更の援助）＝同旨 
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11 サービスの提供の記録 

◎サービスの利用状況等を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載す

ること。 

〔記載すべき事項〕 

   ○指定通所介護の提供日、内容、保険給付の額 等 

◎提供した具体的なサービスの内容等について記録すること。（利用者から申出があった場合

には、文書の交付等によりその情報を提供すること。）  契約終了から２年間保存が必要 

〔記録すべき事項〕 

   ○指定通所介護の提供日 

○提供した具体的なサービスの内容 

○利用者の心身の状況         等 

 

具体的なサービスの内容等の記録の重要性 

○利用者に対するサービスの質の向上に繋がること 

  提供しているサービスが利用者の課題解決に繋がっているか、また自立支援のために

真に必要なサービスであるか等を、管理者が把握できるよう記録することにより、利用

者に対するサービスの質の向上に繋がる。 

○サービス内容や報酬請求が適正であることを証明する重要資料であること 

  事業者には、サービス内容や報酬請求が適正であることを保険者や県に対し証明する

責任がある。適正なサービスの挙証資料として、提供したサービスの具体的な内容の記

録が重要になる。 

※提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況などの記録が必要であり、単に

分類項目にチェックするだけの記録では不適当である。 

 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（サービスの提供の記録） 

第20条 指定通所介護事業者は、指定通所介

護を提供した際には、当該指定通所介護の

提供日及び内容、当該指定通所介護につい

て法第41条第６項の規定により利用者に代

わって支払を受ける居宅介護サービス費の

額その他必要な事項を、利用者の居宅サー

ビス計画を記載した書面又はこれに準ずる

書面に記載しなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護を

提供した際には、提供した具体的なサービ

スの内容等を記録するとともに、利用者か

らの申出があった場合には、文書の交付そ

の他適切な方法により、その情報を利用者

に対して提供しなければならない。 

(９)サービスの提供の記録 

① 居宅基準条例第20条第１項は、利用者及びサービ

ス事業者が、その時点での支給限度額の残額やサー

ビスの利用状況を把握できるようにするために、指

定通所介護事業者は、指定通所介護を提供した際に

は、当該指定通所介護の提供日、内容、保険給付の

額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画

の書面又はサービス利用票等に記載しなければなら

ないこととしたものである。 

② 同条第２項は、当該指定通所介護の提供日、提供

した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況

その他必要な事項を記録するとともに、サービス事

業者間の密接な連携等を図るため、利用者からの申

出があった場合には、文書の交付その他適切な方法

により、その情報を利用者に対して提供しなければ

ならないこととしたものである。 

また、「その他適切な方法」とは、例えば、利用者

の用意する手帳等に記載するなどの方法である。 

なお、提供した具体的なサービスの内容等の記録

は、居宅基準条例第112条第２項の規定に基づき、２

年間保存しなければならない。 

予防基準条例第20条＝同旨 
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12 利用料等の受領 

◎法定代理受領の場合は、利用料の一部として、居宅介護サービス費用基準額の１割又は２割

（保険給付の率が９割又は８割でない場合は、それに応じた割合）の支払を受けること。 

◎法定代理受領の場合の利用料と、それ以外の場合の利用料に不合理な差額を設けないこと。 

◎介護保険給付の対象となる指定通所介護のサービスと明確に区分されるサービスについて

は、次のような方法により別の料金設定をして差し支えない 

・利用者に、当該事業が指定通所介護の事業とは別事業であり、当該サービスが介護保

険給付の対象とならないサービスであることを説明し、理解を得ること 

・当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定通所介護事業所の運営規程とは別に定

められていること 

・会計が指定通所介護の事業の会計と区分されていること 

◎通常の利用料のほか、次に掲げる費用の支払を受けることができる。ただし、あらかじめ、

利用者又は家族に対して説明し、同意を得なければならない。 

費 用 留 意 事 項 

①通常の実施地域以外に居

住する利用者の送迎費用 

「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」を算

定する場合は、徴収不可 

②通常の提供時間を超える

サービス提供に伴う費用 

介護予防通所介護では徴収不可 

③食事の提供に要する費用 

  

食材料費及び調理に係る費用に相当する額を基本とするこ

と（居住、滞在及び宿泊並びに食事の提供に係る利用料等

に関する指針(Ｈ17告示419号)） 

④おむつ代  

⑤その他の日常生活費 「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いにつ

いて(Ｈ12老企54号)」を参照 

◎保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない曖昧な名目による費用の徴収

は認められない。 

 

 

≪領収書の交付≫ 

◎利用者からサービスの提供に要した費用の支払いを受ける際は、費用区分等を明確にした領

収証を交付すること。（介護保険法第41条第８項） 

◎利用料が医療費控除の対象となる場合もあるため、医療費控除が受けられる領収書を発行す

る必要がある。（下記通知参照） 

「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除の取扱いについて」 

            （平成25年１月25日厚生労働省老健局総務課事務連絡） 
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国税庁タックスアンサー（No.1127 医療費控除の対象となる介護保険制度下での居宅サービス等の対価） 

医療費控除の対象となる居宅サービス等の対価の概要の表 

 居宅サービス等の種類 

医療費控除の対象と

なる居宅サービス 

訪問看護 

介護予防訪問看護 

訪問リハビリテーション 

介護予防訪問リハビリテーション 

居宅療養管理指導【医師等による管理・指導】 

介護予防居宅療養管理指導 

通所リハビリテーション【医療機関でのデイサービス】 

介護予防通所リハビリテーション 

短期入所療養介護【ショートステイ】 

介護予防短期入所療養介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用する

場合に限ります。） 

複合型サービス（上記の居宅サービスを含む組合せにより提供されるもの

（生活援助中心型の訪問介護の部分を除きます。）に限ります。） 

上記の居宅サービス

と併せて利用する場

合のみ医療費控除の

対象となるもの 

訪問介護【ホームヘルプサービス】(生活援助(調理、洗濯、掃除等の家事

の援助)中心型を除きます。) 

夜間対応型訪問介護 

介護予防訪問介護 

訪問入浴介護 

介護予防訪問入浴介護 

通所介護【デイサービス】 

認知症対応型通所介護 

小規模多機能型居宅介護 

介護予防通所介護 

介護予防認知症対応型通所介護 

介護予防小規模多機能型居宅介護 

短期入所生活介護【ショートステイ】 

介護予防短期入所生活介護 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護（一体型事業所で訪問看護を利用しな

い場合及び連携型事業所に限ります。） 

複合型サービス（上記の居宅サービスを含まない組合せにより提供される

もの（生活援助中心型の訪問介護の部分を除きます。）に限ります。） 

医療費控除の対象外

となる介護保険の居

宅サービス等 

認知症対応型共同生活介護【認知症高齢者グループホーム】 

介護予防認知症対応型共同生活介護 

特定施設入居者生活介護【有料老人ホーム等】 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

介護予防特定施設入居者生活介護 

福祉用具貸与 

介護予防福祉用具貸与 

(注) 

１ 指定居宅サービス事業者（居宅サービス等を提供する事業者で都道府県知事が指定するものを

いいます。）等が発行する領収書に、医療費控除の対象となる医療費の額が記載されることと

なっています。 

２ 交通費のうち、通所リハビリテーションや短期入所療養介護を受けるため、介護老人保健施設

や指定介護療養型医療施設へ通う際に支払う費用で、通常必要なものは医療費控除の対象とな

ります。 

３ 高額介護サービス費として払戻しを受けた場合は、その高額介護サービス費を医療費の金額か

ら差し引いて医療費控除の金額を計算することとなります。 

  なお、指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設の施設サービス費に係る自

己負担額のみに対する高額介護サービス費については、２分の１に相当する金額を医療費の金

額から差し引いて医療費控除の金額の計算をすることとなります。 
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「介護保険制度下での居宅サービス等の対価に係る医療費控除の取扱いについて」の別紙様式 

 

（様式例） 

 

居宅サービス等利用料領収証 

（平成  年  月分） 

利用者氏名  

費用負担者氏名  続柄  

事業所名及び住所等                            印 

（住所：                          ） 

居宅サービス計画又は

介護予防サービス計画

を作成した居宅介護支

援事業所等の名称 

 

Ｎo. サービス内容／種類 単価 
回数 
日数 

利用者負担額（保険対象額） 

①     円 

②     円 

③     円 

④     円 

⑤     円 

Ｎo. 
その他費用（保険給付対象外の
サービス） 

単価 
回数 
日数 

利用者負担額 

①     円 

②     円 

③     円 

領収額 円 領収年月日 

平成  年  月  日 

うち医療費控除の対象となる金額          円 

 

(注)１． 本様式例によらない領収証であっても、「居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を

作成した事業者名」及び「医療費控除の対象となる金額」が記載されているものであれば

差し支えありません。 

     なお、利用者自らが居宅サービス計画又は介護予防計画を作成し、市町村に届出が受理

されている場合においては、「居宅サービス計画又は介護予防サービス計画を作成した居宅

介護支援事業所等の名称」欄に当該市町村名を記入してください。 

  ２． サービス利用料が区分支給限度基準額又は種類支給限度基準額を超える部分の金額につ

いては、「その他費用(保険給付対象外のサービス）」欄に記載してください。 

  ３． 訪問介護事業者にあっては、「うち医療費控除の対象となる金額」欄には、利用者負担額

（保険対象分）のうち生活援助中心型に係る訪問介護以外のサービスに係る利用者負担額

（保険対象分）の合計額を記載してください。 

  ４． この領収証を発行する居宅サービス等事業者が、訪問看護、訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導、通所リハビリテーション、短期入所療養介護、定期巡回型訪問介護・

看護、複合型サービス、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防

居宅療養管理指導、介護予防通所リハビリテーション又は介護予防短期入所療養介護を提

供している場合には、これらのサービスに係る利用料についてもあわせて記入してくださ

い。 

  ５． 医療費控除を受ける場合、この領収証を確定申告書に添付するか、確定申告の際に提示

してください。  
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基準条例 解釈通知 
  

（利用料等の受領） 

第103条 指定通所介護事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当する指定通所介護を提供した際に

は、その利用者から利用料の一部として、当該

指定通所介護に係る居宅介護サービス費用基準

額から当該指定通所介護事業者に支払われる居

宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払

を受けるものとする。 

２ 指定通所介護事業者は、法定代理受領サービ

スに該当しない指定通所介護を提供した際にそ

の利用者から支払を受ける利用料の額と、指定

通所介護に係る居宅介護サービス費用基準額と

の間に、不合理な差額が生じないようにしなけ

ればならない。 

３ 指定通所介護事業者は、前２項の支払を受け

る額のほか、次の各号に掲げる費用の額の支払

を利用者から受けることができる。 

  ⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域

以外の地域に居住する利用者に対して行う送

迎に要する費用 

  ⑵ 指定通所介護に通常要する時間を超える指

定通所介護であって利用者の選定に係るもの

の提供に伴い必要となる費用の範囲内におい

て、通常の指定通所介護に係る居宅介護サー

ビス費用基準額を超える費用 

  ⑶ 食事の提供に要する費用 

  ⑷ おむつ代 

  ⑸ 前各号に掲げるもののほか、指定通所介護

の提供において提供される便宜のうち、日常

生活においても通常必要となるものに係る費

用であって、その利用者に負担させることが

適当と認められる費用 

４ 前項第３号に掲げる費用については、基準省

令第96条第４項の厚生労働大臣が定めるところ

によるものとする。 

５ 指定通所介護事業者は、第３項の費用の額に

係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、

利用者又はその家族に対し、当該サービスの内

容及び費用について説明を行い、利用者の同意

を得なければならない。 

(１)利用料等の受領 

① 居宅基準条例第103条第１項、第２項及び第５

項の規定は、指定訪問介護に係る第21条第１項、

第２項及び第４項の規定と同趣旨であるため、

第３の一[＝訪問介護]の３の(10)の①、②及び

④を参照されたい。  

┌ 第３の一の３の(10) ──────────┐ 

① 居宅基準条例第103条第１項は、指定通所介護

事業者は、法定代理受領サービスとして提供さ

れる指定通所介護についての利用者負担とし

て、居宅介護サービス費用基準額の１割又は２

割（法第50条若しくは第60条又は第69条第３項

の規定の適用により保険給付の率が９割又は８

割でない場合については、それに応じた割合）

の支払を受けなければならないことを規定した

ものである。 

② 同条第２項は、利用者間の公平及び利用者の

保護の観点から、法定代理受領サービスでない

指定通所介護を提供した際に、その利用者から

支払を受ける利用料の額と、法定代理受領サー

ビスである指定通所介護に係る費用の額の間

に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不

合理な差額を設けてはならないこととしたもの

である。 

なお、そもそも介護保険給付の対象となる指

定通所介護のサービスと明確に区分されるサー

ビスについては、次のような方法により別の料

金設定をして差し支えない。 

ア 利用者に、当該事業が指定通所介護の事業

とは別事業であり、当該サービスが介護保険

給付の対象とならないサービスであることを

説明し、理解を得ること。 

イ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、

指定通所介護事業所の運営規程とは別に定め

られていること。 

ウ 会計が指定通所介護の事業の会計と区分さ

れていること。 

④ 同条第５項は、指定通所介護事業者は、第３

項の費用の支払を受けるに当たっては、あらか

じめ、利用者又はその家族に対してその額等に

関して説明を行い、利用者の同意を得なければ

ならないこととしたものである。 

└────────────────────┘ 

② 居宅基準条例第103条第３項は、指定通所介護

事業者は、指定通所介護の提供に関して、  

ア 利用者の選定により通常の事業の実施地域

以外の地域に居住する利用者に対して行う送

迎に要する費用  

イ 指定通所介護に通常要する時間を超える指

定通所介護であって利用者の選定に係るもの

の提供に伴い必要となる費用の範囲内におい

て、通常の指定通所介護に係る居宅介護サー

ビス費用基準額を超える費用  

ウ 食事の提供に要する費用  

エ おむつ代  

オ 前各号に掲げるもののほか、通所介護の提
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供において提供される便宜のうち、日常生活

においても通常必要となるものに係る費用で

あって、その利用者に負担させることが適当

と認められるもの  

  については、前２項の利用料のほかに利用者

から支払を受けることができることとし、保険

給付の対象となっているサービスと明確に区分

されないあいまいな名目による費用の支払を受

けることは認めないこととしたものである。な

お、ウの費用については、居住、滞在及び宿泊

並びに食事の提供に係る利用料等に関する指針

（平成17年厚生労働省告示第419号。以下「指針」

という。）によるものとし、オの費用の具体的な

範囲については、別途厚生労働省から通知され

た内容に準ずるものとする。 
  

【予防基準条例】 

（利用料等の受領） 

第101条 指定介護予防通所介護事業者は、法定代

理受領サービスに該当する指定介護予防通所介

護を提供した際には、その利用者から利用料の

一部として、当該指定介護予防通所介護に係る

介護予防サービス費用基準額から当該指定介護

予防通所介護事業者に支払われる介護予防サー

ビス費の額を控除して得た額の支払を受けるも

のとする。 

２ 指定介護予防通所介護事業者は、法定代理受

領サービスに該当しない指定介護予防通所介護

を提供した際にその利用者から支払を受ける利

用料の額と、指定介護予防通所介護に係る介護

予防サービス費用基準額との間に、不合理な差

額が生じないようにしなければならない。 

３ 指定介護予防通所介護事業者は、前２項の支

払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費用の

額の支払を利用者から受けることができる。 

  ⑴ 利用者の選定により通常の事業の実施地域

以外の地域に居住する利用者に対して行う送

迎に要する費用 

  ⑵ 食事の提供に要する費用 

  ⑶ おむつ代 

  ⑷ 前３号に掲げるもののほか、指定介護予防

通所介護の提供において提供される便宜のう

ち、日常生活においても通常必要となるもの

に係る費用であって、その利用者に負担させ

ることが適当と認められる費用 

４ 前項第２号に掲げる費用については、基準省

令第100条第４項の厚生労働大臣が定めるとこ

ろによるものとする。 

５ 指定介護予防通所介護事業者は、第３項の費

用の額に係るサービスの提供に当たっては、あ

らかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サ

ービスの内容及び費用について説明を行い、利

用者の同意を得なければならない。 

 二 介護サービスとの相違点 

３ 介護予防通所介護 

利用料の受領（予防基準条例第101条第３項） 

  通所介護では、利用料以外に「その他の費用

の額」として「指定通所介護に通常要する時間

を超える指定通所介護であって利用者の選定に

係るものの提供に伴い必要となる費用の範囲内

において、通常の指通所介護に係る居宅介護サ

ービス費用基準額を超える費用」を利用者から

受け取ることができるが、介護予防通所介護で

は、受け取ることができないので留意すること。

（基準該当介護予防通所介護、介護予防通所リ

ハビリテーションにおいても同趣旨。） 
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「通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて」<抄> 

（平成12年３月30日老企第54号）［最終改正：平成24年３月30日老高発0330第２号］ 

１ 「その他の日常生活費」の趣旨 

「その他の日常生活費」は、利用者、入所者又は入院患者（以下「利用者等」という。）又は

その家族等の自由な選択に基づき、事業者又は施設が通所介護等の提供の一環として提供する日

常生活上の便宜に係る経費がこれに該当する。 

なお、事業者又は施設により行われる便宜の供与であっても、サービスの提供と関係のないも

の（利用者等の嗜好品の購入等）については、その費用は「その他の日常生活費」とは区別され

るべきものである。 

２ 「その他の日常生活費」の受領に係る基準 

「その他の日常生活費」の趣旨にかんがみ、事業者又は施設が利用者等から「その他の日常生

活費」の徴収を行うに当たっては、以下に掲げる基準が遵守されなければならないものとする。 

① 「その他の日常生活費」の対象となる便宜と、保険給付の対象となっているサービスとの間

に重複関係がないこと。 

② 保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されないあいまいな名目による費用の

受領は認められないこと。したがって、お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金とい

ったあいまいな名目の費用の徴収は認められず、費用の内訳が明らかにされる必要があること。 

③ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜は、利用者等又はその家族等の自由な選択に基づ

いて行われるものでなければならず、事業者又は施設は「その他の日常生活費」の受領につい

て利用者等又はその家族等に事前に十分な説明を行い、その同意を得なければならないこと。 

④ 「その他の日常生活費」の受領は、その対象となる便宜を行うための実費相当額の範囲内で

行われるべきものであること。 

⑤ 「その他の日常生活費」の対象となる便宜及びその額は、当該事業者又は施設の運営規程に

おいて定められなければならず、また、サービスの選択に資すると認められる重要事項として、

施設の見やすい場所に掲示されなければならないこと。ただし、「その他の日常生活費」の額

については、その都度変動する性質のものである場合には、「実費」という形の定め方が許さ

れるものであること。 

 

(別紙) 

各サービス種類ごとの「その他の日常生活費」の具体的な範囲について 

(1) 通所介護、通所リハビリテーション及び認知症対応型通所介護並びに介護予防通所介護、介護

予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション及び介護予防認知症対応型通所介護 

① 利用者の希望によって、身の回り品として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に

係る費用 

② 利用者の希望によって、教養娯楽として日常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係

る費用 

(7) 留意事項 

① (1)から(6)の①に掲げる「身の回り品として日常生活に必要なもの」とは、一般的に要介護

者等の日常生活に最低限必要と考えられる物品（例えば、歯ブラシや化粧品等の個人用の日用

品等）であって、利用者等の希望を確認した上で提供されるものをいう。したがって、こうし

た物品を事業者又は施設がすべての利用者に対して一律に提供し、すべての利用者からその費

用を画一的に徴収することは認められないものである。 

② (1)、(2)、(4)及び(5)の②に掲げる「教養娯楽として日常生活に必要なもの」とは、例えば、

事業者又は施設がサービスの提供の一環として実施するクラブ活動や行事における材料費等

が想定されるものであり、すべての利用者又は入所者に一律に提供される教養娯楽に係る費用

（共用の談話室等にあるテレビやカラオケ設備の使用料等）について、「その他の日常生活費」

として徴収することは認められないものである。  
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13 保険給付の請求のための証明書の交付 

◎法定代理受領以外の利用料の支払いを受けた場合は、保険給付を請求する上で必要な事項を

記載したサービス提供証明書を利用者に交付すること。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（保険給付の請求のための証明書の交付） 

第22条 指定通所介護事業者は、法定代理受領サ

ービスに該当しない指定通所介護に係る利用料

の支払を受けた場合は、提供した指定通所介護

の内容、費用の額その他必要と認められる事項

を記載したサービス提供証明書を利用者に対し

て交付しなければならない。 

(11)保険給付の請求のための証明書の交付 

居宅基準条例第22条は、利用者が市町村に対

する保険給付の請求を容易に行えるよう、指定

通所介護事業者は、法定代理受領サービスでな

い指定通所介護に係る利用料の支払を受けた場

合は、提供した指定通所介護の内容、費用の額

その他利用者が保険給付を請求する上で必要と

認められる事項を記載したサービス提供証明書

を利用者に対して交付しなければならないこと

としたものである。 

予防基準条例第22条＝同旨 
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14 指定通所介護の取扱方針 

【基本取扱方針】 

◎指定通所介護は、要介護状態の軽減若しくは悪化の防止に資するよう、目標を設定し、計画

的に行うこと。 

◎事業者は、自らその提供する指定通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図ること。 

【具体的取扱方針・留意事項】 

◎通所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必

要な援助を行うこと。 

※指定通所介護は、個々の利用者に応じて作成された通所介護計画に基づいて行われるも

のであるが、グループごとにサービス提供が行われることを妨げるものではない。 

◎懇切丁寧にサービスを行い、サービスの提供方法等（通所介護計画の目標及び内容や利用日

の行事及び日課等も含む）について、利用者や家族に理解しやすいように説明を行うこと。 

◎介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行うこと。 

◎常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他必要

なサービスを利用者の希望に添って適切に提供すること。 

◎認知症である要介護者に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができ

る体制を整えること。 

※認知症の状態にある要介護者で、他の要介護者と同じグループとして、指定通所介護を

提供することが困難な場合には、必要に応じグループを分けて対応すること。 

◎指定通所介護は、事業所内でサービスを提供することが原則であるが、次に掲げる条件を満

たす場合においては、事業所の屋外でサービスを提供することができる。 

  ・あらかじめ通所介護計画に位置付けられていること 

・効果的な機能訓練等のサービスが提供できること 
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基準条例 解釈通知 

（指定通所介護の基本取扱方針） 

第104条 指定通所介護は、利用者の要介護状態の

軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を

設定し、計画的に行われなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、自らその提供する指

定通所介護の質の評価を行い、常にその改善を

図らなければならない。 

 

（指定通所介護の具体的取扱方針） 

第105条 指定通所介護の方針は、次に掲げるとこ

ろによるものとする。 

  ⑴ 指定通所介護の提供に当たっては、次条第

１項に規定する通所介護計画に基づき、利用

者の機能訓練及びその者が日常生活を営むこ

とができるよう必要な援助を行う。 

  ⑵ 通所介護従業者は、指定通所介護の提供に

当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、

利用者又はその家族に対し、サービスの提供

方法等について、理解しやすいように説明を

行う。 

  ⑶ 指定通所介護の提供に当たっては、介護技

術の進歩に対応し、適切な介護技術をもって

サービスの提供を行う。 

  ⑷ 指定通所介護は、常に利用者の心身の状況

を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、

機能訓練その他必要なサービスを利用者の希

望に添って適切に提供する。特に、認知症（法

第５条の２に規定する認知症をいう。以下同

じ。）である要介護者に対しては、必要に応じ、

その特性に対応したサービスの提供ができる

体制を整える。 

(２)指定通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱方針 

指定通所介護の基本取扱方針及び具体的取扱

方針については、居宅基準条例第104条及び第

105条の定めるところによるほか、次の点に留意

するものとする。 

 ① 指定通所介護は、個々の利用者に応じて作

成された通所介護計画に基づいて行われるも

のであるが、グループごとにサービス提供が

行われることを妨げるものではないこと。 

 ② 居宅基準条例第105条第２号で定める「サー

ビスの提供方法等」とは、通所介護計画の目

標及び内容や利用日の行事及び日課等も含む

ものであること。 

 ③ 認知症の状態にある要介護者で、他の要介

護者と同じグループとして、指定通所介護を

提供することが困難な場合には、必要に応じ

グループを分けて対応すること。 

 ④ 指定通所介護は、事業所内でサービスを提

供することが原則であるが、次に掲げる条件

を満たす場合においては、事業所の屋外でサ

ービスを提供することができるものであるこ

と。 

ア あらかじめ通所介護計画に位置付けら

れていること。 

イ 効果的な機能訓練等のサービスが提供

できること。 

予防基準 →第109条・第110条 
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15 通所介護計画の作成 

◎管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通所介護計画

を作成すること。契約終了から２年間保存が必要 

〔通所介護計画の留意点〕 

○計画の作成に係る一連の業務は、管理者が行うこと 

 ・介護の提供に係る計画等の作成に関し経験のある者や、介護の提供について豊富な

知識及び経験を有する者に、計画のとりまとめを行わせる 

・当該事業所に介護支援専門員の資格を有する者がいる場合は、その者に計画のとり

まとめを行わせることが望ましい 

・計画はサービスの提供に関わる従業者が共同して個々の利用者ごとに作成するもの 

○計画には、次の事項が関連づけられて、明確に記載されていること（様式は任意） 

  ①利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境 

②機能訓練等の目標 

  ③目標達成のための具体的なサービス内容等 

◎既に居宅サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って作成すること。 

  ※通所介護計画作成後に居宅サービス計画が作成された場合は、居宅サービス計画に沿っ

たものであるか確認し、必要に応じて通所介護計画を変更すること 

◎作成に当たっては、計画の内容を利用者又は家族に説明し、利用者の同意を得ること。 

◎作成した通所介護計画は、利用者に交付すること。 

◎作成した通所介護計画を、指定居宅介護支援事業者に提供するよう努めること。 

◎通所介護従業者は、それぞれの利用者について、通所介護計画に従ったサービスの実施状況

及び目標の達成状況の記録を行うこと。 

  ※通所介護計画の目標・内容、実施状況・評価については、利用者に説明すること 

 

通所介護計画作成の流れ 

 

 

 

  

通所介護事業所 居宅介護支援事業所 

アセスメント 

連動 

必
要
に
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居
宅
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ー
ビ
ス
計
画
を
変
更 

居宅サービス計画原案作成 

サービス担当者会議等 

利用者への説明・同意 

居宅サービス計画の交付 

各種居宅サービスの開始 

モニタリング・連絡調整 

通所介護計画の作成 
（目標・具体的サービス内容など） 

利用者への説明と同意 
通所介護計画の交付 

サービスの提供 

サービスの実施状況・目標の達成状況
を記録     （利用者への説明） 

利用者の心身の状況、希望、 
その置かれている環境の把握 

提供 
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基準条例 解釈通知 

（通所介護計画の作成） 

第106条 指定通所介護事業所の管理者は、利用者

の心身の状況、希望及びその置かれている環境

を踏まえて、機能訓練等の目標、当該目標を達

成するための具体的なサービスの内容等を記載

した通所介護計画を作成しなければならない。 

２ 通所介護計画は、既に居宅サービス計画が作

成されている場合は、当該居宅サービス計画の

内容に沿って作成しなければならない。 

３ 指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計

画の作成に当たっては、その内容について利用

者又はその家族に対して説明し、利用者の同意

を得なければならない。 

４ 指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計

画を作成した際には、当該通所介護計画を利用

者に交付しなければならない。 

５ 通所介護従業者は、それぞれの利用者につい

て、通所介護計画に従ったサービスの実施状況

及び目標の達成状況の記録を行う。 

(３)通所介護計画の作成 

① 居宅基準条例第106条で定める通所介護計画

については、介護の提供に係る計画等の作成に

関し経験のある者や、介護の提供について豊富

な知識及び経験を有する者にそのとりまとめを

行わせるものとし、当該事業所に介護支援専門

員の資格を有する者がいる場合は、その者に当

該計画のとりまとめを行わせることが望まし

い。 

② 通所介護計画は、サービスの提供に関わる従

業者が共同して個々の利用者ごとに作成するも

のである。 

③ 通所介護計画は、居宅サービス計画に沿って

作成されなければならないこととしたものであ

る。 

  なお、通所介護計画を作成後に居宅サービス

計画が作成された場合は、当該通所介護計画が

居宅サービス計画に沿ったものであるか確認

し、必要に応じて変更するものとする。 

④ 通所介護計画は利用者の心身の状況、希望及

びその置かれている環境を踏まえて作成されな

ければならないものであり、サービス内容等へ

の利用者の意向の反映の機会を保障するため、

指定通所介護事業所の管理者は、通所介護計画

の作成に当たっては、その内容等を説明した上

で利用者の同意を得なければならず、また、当

該通所介護計画を利用者に交付しなければなら

ない。 

  なお、交付した通所介護計画は、居宅基準条

例第112条第２項の規定に基づき、２年間保存し

なければならない。 

⑤ 通所介護計画の目標及び内容については、利

用者又は家族に説明を行うとともに、その実施

状況や評価についても説明を行うものとする。 

⑥ 島根県指定居宅介護支援等の事業の人員及び

運営に関する基準（平成26年島根県条例第13号）

第15条第12号において、「介護支援専門員は、居

宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービス

事業者等に対して、指定居宅サービス等基準に

おいて位置付けられている計画の提出を求める

ものとする」と規定していることを踏まえ、居

宅サービス計画に基づきサービスを提供してい

る指定通所介護事業者は、当該居宅サービス計

画を作成している指定居宅介護支援事業者から

通所介護計画の提供の求めがあった際には、当

該通所介護計画を提供することに協力するよう

努めるものとする。 

予防基準 →第110条 
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16 利用者に関する市町村への通知 

◎利用者が次のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付して市町村に通知すること。 

契約終了から２年間保存が必要 

〔市町村に通報すべき場合〕 

①正当な理由なしに指定通所介護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状

態の程度を増進させたとき 

②偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（利用者に関する市町村への通知） 

第27条 指定通所介護事業者は、指定通所介護を

受けている利用者が次の各号のいずれかに該当

する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を

市町村に通知しなければならない。 

  ⑴ 正当な理由なしに指定通所介護の利用に関

する指示に従わないことにより、要介護状態

の程度を増進させたと認められるとき。 

⑵ 偽りその他不正な行為によって保険給付を

受け、又は受けようとしたとき。 

(14)利用者に関する市町村への通知 

居宅基準条例第27条は、偽りその他不正な行

為によって保険給付を受けた者及び自己の故意

の犯罪行為又は重大な過失等により、要介護状

態又はその原因となった事故を生じさせるなど

した者については、市町村が、法第22条第１項

に基づく既に支払った保険給付の徴収又は法第

64条に基づく保険給付の制限を行うことができ

ることに鑑み、指定通所介護事業者が、その利

用者に関し、保険給付の適正化の観点から市町

村に通知しなければならない事由を列記したも

のである。 

予防基準条例第24条＝同旨 

 

 

 

 

17 緊急時等の対応 

◎従業者は、現に指定通所介護の提供を行っているときに利用者に病状の急変が生じた場合な

どは、速やかな主治医への連絡等の必要な措置を講じること。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（緊急時等の対応） 

第28条 通所介護従業者は、現に指定通所介護の

提供を行っているときに利用者に病状の急変が

生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治

の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じな

ければならない。 

(15)緊急時等の対応 

居宅基準条例第28条は、通所介護従業者が現

に指定通所介護の提供を行っているときに利用

者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合

は、運営規程に定められた緊急時の対応方法に

基づき速やかに主治の医師（以下「主治医」と

いう。）への連絡を行う等の必要な措置を講じな

ければならないこととしたものである。 

予防基準条例第25条＝同旨 
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18 管理者の責務 

◎管理者は、定められた責務を果たすこと。 

〔管理者の行うべき事項〕 

○通所介護計画の作成（第106条） 

①当該事業所の従業者の管理及び指定通所介護の利用の申込みに係る調整、業務の実施

状況の把握などの一元的な管理 

②従業者に運営基準を遵守させるために必要な指揮命令 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（管理者の責務） 

第56条 指定通所介護事業所の管理者は、指定通

所介護事業所の従業者の管理及び指定通所介護

の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の

把握その他の管理を一元的に行うものとする。 

 

２ 指定通所介護事業所の管理者は、当該指定通

所介護事業所の従業者にこの節の規定を遵守さ

せるため必要な指揮命令を行うものとする。 

(４)管理者の責務 

居宅基準条例第56条は、指定通所介護事業所

の管理者の責務を、指定通所介護事業所の従業

者の管理及び指定通所介護の利用の申込みに係

る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を

一元的に行うとともに、当該指定通所介護事業

所の従業者に居宅基準条例第の第７章第４節

[＝通所介護の運営基準]の規定を遵守させるた

め必要な指揮命令を行うこととしたものであ

る。 

予防基準条例第54条＝同旨 

 

 

 

19 運営規程 

◎事業所ごとに、事業の運営についての重要事項に関する規程（運営規程）を定めておくこと。 

〔運営規程に定めるべき事項〕 

①事業の目的及び運営の方針 

②従業者の職種、員数及び職務の内容 

③指定通所介護の営業日及び営業時間 

 ・７時間以上９時間未満の通所介護の前後に連続して延長サービスを行う指定通所介

護事業所にあっては、サービス提供時間とは別に当該延長サービスを行う時間を運

営規程に明記すること 

 ・例えば、提供時間帯（９時間）の前に連続して１時間、後に連続して２時間、合計

３時間の延長サービスを行う事業所にあっては、営業時間は12時間であるが、運営

規程には、提供時間帯９時間、延長サービスを行う時間３時間とそれぞれ記載する

こと 

④指定通所介護の利用定員 

⑤指定通所介護の内容（入浴、食事の有無等のサービスの内容）及び利用料その他の費

用の額 

⑥通常の事業の実施地域 

⑦サービス利用に当たっての留意事項（利用者が指定通所介護の提供を受ける際に、利

用者側が留意すべき事項（機能訓練室を利用する際の注意事項等）） 

⑧緊急時等における対応の方法 

⑨非常災害対策（非常災害に関する具体的計画） 

⑩その他運営に関する重要事項 
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基準条例 解釈通知 

（運営規程） 

第107条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての

重要事項に関する規程（以下この章（第５節を

除く。）において「運営規程」という。）を定め

ておかなければならない。 

  ⑴ 事業の目的及び運営の方針 

  ⑵ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

  ⑶ 営業日及び営業時間 

  ⑷ 指定通所介護の利用定員 

  ⑸ 指定通所介護の内容及び利用料その他の費

用の額 

  ⑹ 通常の事業の実施地域 

  ⑺ サービス利用に当たっての留意事項 

  ⑻ 緊急時等における対応方法 

  ⑼ 非常災害対策 

  ⑽ その他運営に関する重要事項 

(４)運営規程 

居宅基準条例第107条は、指定通所介護の事業

の適正な運営及び利用者に対する適切な指定通

所介護の提供を確保するため、同条第１号から

第10号までに掲げる事項を内容とする規程を定

めることを指定通所介護事業所ごとに義務づけ

たものであるが、特に次の点に留意するものと

する。 

① 営業日及び営業時間（第３号） 

  指定通所介護の営業日及び営業時間を記載

すること。 

  なお、７時間以上９時間未満の通所介護の

前後に連続して延長サービスを行う指定通所

介護事業所にあっては、サービス提供時間と

は別に当該延長サービスを行う時間を運営規

程に明記すること（居宅基準条例第143条第３

号についても同趣旨）。 

  例えば、提供時間帯（９時間）の前に連続

して１時間、後に連続して２時間、合計３時

間の延長サービスを行う指定通所介護事業所

にあっては、当該指定通所介護事業所の営業

時間は12時間であるが、運営規程には、提供

時間帯９時間、延長サービスを行う時間３時

間とそれぞれ記載するものとすること（居宅

基準条例第143条第３号の「営業日及び営業時

間」についても同趣旨）。 

② 指定通所介護の利用定員（第４号） 

  利用定員とは、当該指定通所介護事業所に

おいて同時に指定通所介護の提供を受けるこ

とができる利用者の数の上限をいうものであ

ること（居宅基準条例第143条第４号の「指定

通所リハビリテーションの利用定員」につい

ても同趣旨）。 

③ 指定通所介護の内容及び利用料その他の費

用の額（第５号） 

  「指定通所介護の内容」については、入浴、

食事の有無等のサービスの内容を指すもので

あること（居宅基準条例第143条第５号の「指

定通所リハビリテーションの内容」について

も同趣旨）。 

④ サービス利用に当たっての留意事項（第７

号） 

  利用者が指定通所介護の提供を受ける際

に、利用者側が留意すべき事項（機能訓練室

を利用する際の注意事項等）を指すものであ

ること（居宅基準条例第143条第７号について

も同趣旨）。 

⑤ 非常災害対策（第９号） 

  (６)の非常災害に関する具体的計画を指す

ものであること（居宅基準条例第143条第８

号、第164条第８号、第201条第６号及び第232

条第８号についても同趣旨）。 

予防基準条例第102条＝同旨 
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20 勤務体制の確保等 

◎事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、通所介護従業者の勤務の体制を定めて

おくこと。 

〔勤務表で定めておくべき事項〕 

○通所介護従業者の日々の勤務時間 

○常勤・非常勤の別 

○専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置 

○管理者との兼務関係 等 

◎当該事業所の通所介護従業者によって指定通所介護を提供すること。 

※調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、第三者への委託

等が認められる 

◎通所介護従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保すること。 

 

基準条例 解釈通知 

（勤務体制の確保等） 

第108条 指定通所介護事業者は、利用者に対し適

切な指定通所介護を提供できるよう、指定通所

介護事業所ごとに従業者の勤務の体制を定めて

おかなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所

ごとに、当該指定通所介護事業所の従業者によ

って指定通所介護を提供しなければならない。

ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない

業務については、この限りでない。 

３ 指定通所介護事業者は、通所介護従業者の資

質の向上のために、その研修の機会を確保しな

ければならない。 

(５)勤務体制の確保等 

居宅基準条例第108条は、利用者に対する適切

な指定通所介護の提供を確保するため、職員の

勤務体制等について規定したものであるが、こ

のほか次の点に留意するものとする。 

① 指定通所介護事業所ごとに、原則として月

ごとの勤務表を作成し、通所介護従業者の

日々の勤務時間、常勤・非常勤の別、専従の

生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓

練指導員の配置、管理者との兼務関係等を明

確にすること。 

② 同条第２項は、原則として、当該指定通所

介護事業所の従業者たる通所介護従業者によ

って指定通所介護を提供するべきであるが、

調理、洗濯等の利用者の処遇に直接影響を及

ぼさない業務については、第三者への委託等

を行うことを認めるものであること。 

予防基準条例第103条＝同旨 

 

 

 

 

21 定員の遵守 

◎災害その他のやむを得ない事情がある場合を除き、利用定員を超えないこと。 

 

基準条例 解釈通知 

（定員の遵守） 

第109条 指定通所介護事業者は、利用定員を超えて指定通所介護

の提供を行ってはならない。ただし、災害その他のやむを得な

い事情がある場合は、この限りではない。 

 

予防基準条例第104条＝同旨 

 

 ※市町村から二次予防事業（通所型介護予防事業）を受託する場合は、Ｐ70のＱ＆Ａ参照 
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22 非常災害対策 

◎事業者は、その立地条件を踏まえて非常災害対策に万全を期すこと。 

〔必要な非常災害対策〕 

○その立地条件を踏まえた非常災害に関する具体的計画の策定 

※消防計画（消防法施行規則第３条に規定する防火管理に係る防災計画、これに準

ずる計画を含む）、風水害・地震等の災害に対処するための計画を整備すること 

※事業所のおかれた立地条件・事業所の実態、地域の状況を踏まえ検討を行い、次

のような事項を定めておくこと 

①緊急時の体制（連絡体制、避難誘導体制等） 

②避難経路、避難場所等の確保 

③被災後の安全確認 

④市町村、医療機関等との協力・連絡体制の確保 など 

  ※特に、事業所が次の区域等に所在している場合は、その災害を想定した防災訓練、

避難体制について計画に盛り込むこと 

○土砂災害防止法に基づき指定された土砂災害警戒区域・土砂災害危険箇所 

○水防法に基づき指定された浸水想定区域 

○津波浸水想定区域 

※消防法第８条の規定により防火管理者を置くこととされている事業所では、その

者に消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実施を行わせること 

  ※防火管理者を置かなくてもよい事業所においても、防火管理について責任者を定

め、その者に消防計画に準ずる計画の樹立等の業務を行わせること 

○関係機関への通報及び連携体制の整備 

  ※火災等の災害時に、地域の消防機関へ速やかに通報する体制をとるよう従業員に

周知徹底すること 

  ※日頃から消防団や地域住民との連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協力し

てもらえるような体制を整備すること 

○定期的な避難、救出その他必要な訓練の実施 

 

  ★対象区域は、島根県ホームページ「マップonしまね（ＧＩＳ）」で確認できます。 

http://web-gis.pref.shimane.lg.jp/ 
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基準条例 解釈通知 

（非常災害対策） 

第110条 指定通所介護事業者は、その立地条件を

踏まえた非常災害に関する具体的計画を立て、

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を

整備し、それらを定期的に従業者に周知すると

ともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練

を行わなければならない。 

(６)非常災害対策 

居宅基準条例第110条は、指定通所介護事業者

は、非常災害に際して必要な具体的計画の策定、

関係機関への通報及び連携体制の整備、避難、

救出訓練の実施等の対策の万全を期さなければ

ならないこととしたものである。 

計画の策定に当たっては、事業所のおかれた

立地条件及び事業所の実態、地域の状況を踏ま

え検討を行い、①緊急時の体制（連絡体制、避

難誘導体制等）、②避難経路、避難場所等の確保、

③被災後の安全確認、④市町村、医療機関等と

の協力・連絡体制の確保など施設の実態に応じ

た必要な事項を定めておくこと。 

なお、関係機関への通報及び連携体制の整備

とは、火災等の災害時に、地域の消防機関へ速

やかに通報する体制をとるよう従業員に周知徹

底するとともに、日頃から消防団や地域住民と

の連携を図り、火災等の際に消火・避難等に協

力してもらえるような体制作りを求めることと

したものである。 

また、「非常災害に関する具体的計画」とは、

消防法施行規則第３条に規定する消防計画（こ

れに準ずる計画を含む｡）及び風水害、地震等の

災害に対処するための計画をいう。この場合、

消防計画の策定及びこれに基づく消防業務の実

施は、消防法第８条の規定により防火管理者を

置くこととされている指定通所介護事業所にあ

ってはその者に行わせるものとする。なお、防

火管理者を置かなくてもよいこととされている

指定通所介護事業所においても、防火管理につ

いて責任者を定め、その者に消防計画に準ずる

計画の樹立等の業務を行わせるものとする。 

特に、事業所が土砂災害防止法に基づき指定

された土砂災害警戒区域や土砂災害危険箇所、

水防法に基づき指定された浸水想定区域、及び

津波浸水想定区域等に所在しているか否かを確

認し、当該区域に所在している場合はその災害

を想定した防災訓練、避難体制について計画に

盛り込むこと。 

予防基準条例第105条＝同旨 
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23 衛生管理等 

◎利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努

め、又は衛生上必要な措置を講じること。 

◎当該指定通所介護事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講

ずるよう努めること。 

  ※食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じ保健所の助言、

指導を求めるとともに、密接な連携を保つこと 

  ※インフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症対策、レジオネラ症対策等については、

その発生及びまん延を防止するための措置について、別途発出されている通知等に基づ

き、適切な措置を講ずること 

  ※空調設備等により施設内の適温の確保に努めること 

 

基準条例 解釈通知 

（衛生管理等） 

第111条 指定通所介護事業者は、利用者の使用す

る施設、食器その他の設備又は飲用に供する水

について、衛生的な管理に努め、又は衛生上必

要な措置を講じなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事

業所において感染症が発生し、又はまん延しな

いように必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。 

(７)衛生管理等 

居宅基準条例第111条は、指定通所介護事業所

の必要最低限の衛生管理等について規定したも

のであるが、このほか、次の点に留意するもの

とする。  

① 指定通所介護事業者は、食中毒及び感染症

の発生を防止するための措置等について、必

要に応じ保健所の助言、指導を求めるととも

に、密接な連携を保つこと。  

② 特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸

菌感染症対策、レジオネラ症対策等について

は、その発生及びまん延を防止するための措

置について、別途通知等が発出されているの

で、これに基づき、適切な措置を講ずること。 

③ 空調設備等により施設内の適温の確保に努

めること。 

予防基準条例第106条＝同旨 

 

 

24 掲示 

◎事業所の見やすい場所に、利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲

示すること。 

〔掲示すべき重要事項〕 

①運営規程の概要 

②通所介護従業者の勤務体制 

③秘密の保持 

④事故発生時の対応 

⑤苦情処理の体制 など 

 

基準条例［準用］ 解釈通知 

（掲示） 

第34条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事業所の見やすい

場所に、運営規程の概要、通所介護従業者の勤務の体制その他

の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項

を掲示しなければならない。 

 

 

予防基準条例第31条＝同旨 
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25 秘密保持等 

◎従業者は、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又は家族の秘密を漏らさないこと。 

◎過去に事業所の従業者であった者が、正当な理由なく、これらの秘密を漏らさないよう必要

な措置を講じること。 

  ※従業者でなくなった後も秘密を保持すべき旨を、雇用時等に取り決め、例えば違約金に

ついて定めておくこと 

◎連携するサービス担当者間で利用者又は家族の個人情報を用いることについて、サービス提

供開始時に、利用者及び家族から包括的な同意を文書により得ておくこと。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（秘密保持等） 

第35条 指定通所介護事業所の従業者は、正当な

理由がなく、その業務上知り得た利用者又はそ

の家族の秘密を漏らしてはならない。 

 

２ 指定通所介護事業者は、当該指定通所介護事

業所の従業者であった者が、正当な理由がなく、

その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を漏らすことがないよう、必要な措置を講じな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 指定通所介護事業者は、サービス担当者会議

等において、利用者の個人情報を用いる場合は

利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用

いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書

により得ておかなければならない。 

 

(21)秘密保持等 

① 居宅基準条例第35条第１項は、指定通所介護

事業所の通所介護従業者その他の従業者に、そ

の業務上知り得た利用者又はその家族の秘密の

保持を義務づけたものである。 

② 同条第２項は、指定通所介護事業者に対して、

過去に当該指定通所介護事業所の通所介護従業

者その他の従業者であった者が、その業務上知

り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすこと

がないよう必要な措置を取ることを義務づけた

ものであり、具体的には、指定通所介護事業者

は、当該指定通所介護事業所の通所介護従業者

その他の従業者が、従業者でなくなった後にお

いてもこれらの秘密を保持すべき旨を、従業者

との雇用時等に取り決め、例えば違約金につい

ての定めをおくなどの措置を講ずべきこととす

るものである。 

③ 同条第３項は、通所介護従業者がサービス担

当者会議等において、課題分析情報等を通じて

利用者の有する問題点や解決すべき課題等の個

人情報を、介護支援専門員や他のサービスの担

当者と共有するためには、指定通所介護事業者

は、あらかじめ、文書により利用者又はその家

族から同意を得る必要があることを規定したも

のであるが、この同意は、サービス提供開始時

に利用者及びその家族から包括的な同意を得て

おくことで足りるものである。 

予防基準条例第32条＝同旨 

 

 

関連通知 

医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン（平成16年12月24

日通知、平成18年4月21日改正、平成22年9月17日改正） 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/  
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26 広告 

◎虚偽又は誇大な内容の広告は行わないこと。 

 

 

基準条例［準用］ 解釈通知 

（広告） 

第36条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事

業所について広告をする場合においては、その

内容が虚偽又は誇大なものであってはならな

い。 

 

予防基準条例第33条＝同旨 

 

 

 

 

 

 

27 居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

◎居宅介護支援の公正中立性を確保するため、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利

益供与を行わないこと。 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止） 

第37条 指定通所介護事業者は、居宅介護支援事

業者又はその従業者に対し、利用者に対して特

定の事業者によるサービスを利用させることの

対償として、金品その他の財産上の利益を供与

してはならない。 

(22)居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁止 

居宅基準条例第37条は、居宅介護支援の公正

中立性を確保するために、指定通所介護事業者

は、居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、

利用者に対して特定の事業者によるサービスを

利用させることの対償として、金品その他の財

産上の利益を供与してはならないこととしたも

のである。 

予防基準条例第34条（介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止）＝同旨 

 

★居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者又はその従業者の利益収受も、居宅介護支援・介

護予防支援の運営基準で禁じられているところであり、こうした利益供与・利益収受は指定

の取消等につながる重大な基準違反である。（接待・贈答・商品配布なども行わないこと。） 

★また、利用者に対して利用特典を付す行為も、不必要なサービス利用を助長し、自由なサー

ビス選択を妨げるなど、居宅介護支援・介護予防支援の適正な運用に影響を及ぼすので、こ

れを行わないこと。 
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28 苦情処理 

◎提供したサービスに関する利用者及び家族からの苦情に、迅速かつ適切に対応するために、

必要な措置を講じること。 

〔苦情処理に必要な措置〕 

○相談窓口、苦情処理の体制及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講

ずる措置の概要を明らかにしておくこと 

○利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明する文書に、苦情に対する措置の概

要についても併せて記載するとともに、事業所に掲示すること 

 

 

 事業者に直接苦情があった場合  

・事業者が組織として迅速かつ適切に対応するため、当該苦情の受付日、その内容等を記録

すること 契約終了から２年間保存が必要 

・苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を

踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行うこと 

 

 市町村に苦情があった場合  

・市町村が行う文書等の提出・提示の求め、職員からの質問・照会に応じるとともに、利用

者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力すること 

・市町村から指導・助言を受けた場合は、それに従って必要な改善を行うこと（市町村から

の求めがあった場合には、改善の内容を市町村に報告すること） 

 

 国保連に苦情があった場合  

・利用者からの苦情に関して国保連が行う調査に協力すること 

・国保連から指導・助言を受けた場合は、それに従って必要な改善を行うこと（国保連から

の求めがあった場合には、改善の内容を国保連に報告すること） 
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基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（苦情処理） 

第38条 指定通所介護事業者は、提供した指定通

所介護に係る利用者及びその家族からの苦情に

迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付

けるための窓口を設置する等の必要な措置を講

じなければならない。 

 

 

 

２ 指定通所介護事業者は、前項の苦情を受け付

けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなけ

ればならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介

護に関し、法第23条の規定により市町村が行う

文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又

は当該市町村の職員からの質問若しくは照会に

応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が

行う調査に協力するとともに、市町村から指導

又は助言を受けた場合においては、当該指導又

は助言に従って必要な改善を行わなければなら

ない。 

４ 指定通所介護事業者は、市町村からの求めが

あった場合には、前項の改善の内容を市町村に

報告しなければならない。 

５ 指定通所介護事業者は、提供した指定通所介

護に係る利用者からの苦情に関して国民健康保

険団体連合会（国民健康保険法（昭和33年法律

第192号）第45条第５項に規定する国民健康保険

団体連合会をいう。以下同じ。）が行う法第176

条第１項第３号の調査に協力するとともに、国

民健康保険団体連合会から同号の指導又は助言

を受けた場合においては、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行わなければならない。 

６ 指定通所介護事業者は、国民健康保険団体連

合会からの求めがあった場合には、前項の改善

の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなけ

ればならない。 

(23)苦情処理 

① 居宅基準条例第38条第１項にいう「必要な措

置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の

体制及び手順等当該事業所における苦情を処理

するために講ずる措置の概要について明らかに

し、利用申込者又はその家族にサービスの内容

を説明する文書に苦情に対する措置の概要につ

いても併せて記載するとともに、事業所に掲示

すること等である。 

② 同条第２項は、利用者及びその家族からの苦

情に対し、指定通所介護事業者が組織として迅

速かつ適切に対応するため、当該苦情（指定通

所介護事業者が提供したサービスとは関係のな

いものを除く。）の受付日、その内容等を記録す

ることを義務づけたものである。 

  また、指定通所介護事業者は、苦情がサービ

スの質の向上を図る上での重要な情報であると

の認識に立ち、苦情の内容を踏まえ、サービス

の質の向上に向けた取組を自ら行うべきであ

る。 

  なお、居宅基準条例第112条第２項の規定に基

づき、苦情の内容等の記録は、２年間保存しな

ければならない。 

③ 同条第３項は、介護保険法上、苦情処理に関

する業務を行うことが位置付けられている国民

健康保険団体連合会のみならず、住民に最も身

近な行政庁であり、かつ、保険者である市町村

が、サービスに関する苦情に対応する必要が生

ずることから、市町村についても国民健康保険

団体連合会と同様に、指定通所介護事業者に対

する苦情に関する調査や指導、助言を行えるこ

とを運営基準上、明確にしたものである。 

予防基準条例第35条＝同旨 
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29 地域との連携 

◎提供したサービスについての利用者及び家族からの苦情に関して、市町村が派遣する介護相

談員等による相談・援助に協力するよう努めること。 

※介護相談員派遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利団体や住

民の協力を得て行う事業を含む 

 

 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（地域との連携） 

第39条 指定通所介護事業者は、その事業の運営

に当たっては、提供した指定通所介護に関する

利用者からの苦情に関して市町村等が派遣する

者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が

実施する事業に協力するよう努めなければなら

ない。 

(24)地域との連携 

居宅基準条例第39条は、居宅基準条例第４条

第２項の趣旨に基づき、介護相談員を派遣する

事業を積極的に受け入れる等、市町村との密接

な連携に努めることを規定したものである。 

なお、「市町村が実施する事業」には、介護相

談員派遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、

婦人会その他の非営利団体や住民の協力を得て

行う事業が含まれるものである。 

予防基準条例第36条＝同旨 
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30 事故発生時の対応 

◎指定通所介護の提供により事故が発生した場合の対応方法を、あらかじめ事業者が定めてお

くこと。 

◎事故発生時には、速やかに市町村、利用者の家族、居宅介護支援事業所等に連絡を行うとと

もに、必要な措置を講じること。 

◎その事故の状況及び採った処置について記録すること。契約終了から２年間保存が必要 

◎賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うこと。 

◎事故が生じた際にはその原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じること。 

 

 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

 （事故発生時の対応） 

第111条の２ 指定通所介護事業者は、利用者に対

する指定通所介護の提供により事故が発生した

場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用

者に係る居宅介護支援事業者等に連絡を行うと

ともに、必要な措置を講じなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指定通所介護事業者は、前項の事故の状況及

び事故に際して採った処置について記録しなけ

ればならない。 

 

 

３ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定

通所介護の提供により賠償すべき事故が発生し

た場合は、損害賠償を速やかに行わなければな

らない。 

 

 

 

 

 

４ 指定通所介護事業者は、第102条第４項の指定

通所介護以外のサービスの提供により事故が発

生した場合は、第１項及び第２項の規定に準じ

た必要な措置を講じなければならない。 

（8）事故発生時の対応 

  居宅基準条例第111条の２は、利用者が安心し

て指定通所介護の提供を受けられるよう、事故

発生時の速やかな対応を規定したものである。

指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通

所介護の提供により事故が発生した場合は、市

町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居

宅介護支援事業者等に対して連絡を行う等の必

要な措置を講じるべきこととするとともに、当

該事故の状況及び事故に際して採った処置につ

いて記録しなければならないこととしたもので

ある。 

また、利用者に対する指定通所介護の提供に

より賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠

償を速やかに行わなければならないこととした

ものである。 

なお、居宅基準条例第111条の２第２項の規定

に基づき、事故の状況及び事故に際して採った

処置についての記録は、２年間保存しなければ

ならない。 

このほか、以下の点に留意するものとする。 

① 利用者に対する指定通所介護の提供により

事故が発生した場合の対応方法については、

あらかじめ指定通所介護事業者が定めておく

ことが望ましいこと。 

② 指定通所介護事業者は、賠償すべき事態に

おいて速やかに賠償を行うため、損害賠償保

険に加入しておくか、又は賠償資力を有する

ことが望ましいこと。 

③ 指定通所介護事業者は、事故が発生した際

にはその原因を解明し、再発生を防ぐための

対策を講じること。 

なお、夜間及び深夜に指定通所介護以外の

サービスの提供により事故が発生した場合

は、以上を踏まえた同様の対応を行うことと

する。 

予防基準条例第37条＝同旨 
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31 会計の区分 

◎事業所ごとに経理を区分するとともに、指定通所介護の事業の会計とその他の事業の会計と

を区分すること。 

 

 〔関連通知〕 

■介護保険の給付対象事業における会計の区分について（平成13年３月28日老振発第18号） 

■介護保険・高齢者保健福祉事業に係る社会福祉法人会計基準の取扱いについて（平成24年

３月29日老高発0329第１号） 

 

基準条例［準用］ 解釈通知［準用］ 

（会計の区分） 

第41条 指定通所介護事業者は、指定通所介護事

業所ごとに経理を区分するとともに、指定通所

介護の事業の会計とその他の事業の会計を区分

しなければならない。 

(26)会計の区分 

居宅基準条例第41条は、指定通所介護事業者

は、指定通所介護事業所ごとに経理を区分する

とともに、指定通所介護の事業の会計とその他

の事業の会計を区分しなければならないことと

したものであるが、具体的な会計処理の方法等

については、別途厚生労働省から通知された内

容に準ずるものであること。 

予防基準条例第38条＝同旨 

 

 

 

32 記録の整備 

◎従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。 

◎利用者に対する指定通所介護の提供に関する次に掲げる諸記録を整備し、その完結の日（契

約が終了した日）から２年間保存すること。 

〔記録・保存すべき事項〕 

①通所介護計画 

②具体的なサービスの内容等の記録（第20条第２項参照） 

③市町村への通知に係る記録（第27条参照） 

④苦情の内容等の記録（第38条第２項参照） 

⑤事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録（第111条の２第２項参照） 

 

 

基準条例 解釈通知 

（記録の整備） 

第112条 指定通所介護事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。 

２ 指定通所介護事業者は、利用者に対する指定通所介護の提供に関する次の各

号に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

  ⑴ 通所介護計画 

  ⑵ 次条において準用する第20条第２項に規定する提供した具体的なサービ

スの内容等の記録 

  ⑶ 次条において準用する第27条に規定する市町村への通知に係る記録 

  ⑷ 次条において準用する第38条第２項に規定する苦情の内容等の記録 

  ⑸ 前条第２項に規定する事故の状況及び事故に際して採った処置について

の記録 

 

 

予防基準条例第107条＝同旨 
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33 指定介護予防通所介護の基本取扱方針 

◎指定介護予防通所介護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行

うこと。 

◎自らその提供する指定介護予防通所介護の質の評価を行い、常にその改善を図ること。 

◎指定介護予防通所介護の目的は、利用者ができる限り要介護状態とならないで自立した日常

生活を営むことができるよう支援することであることを常に意識してサービス提供に当た

ること。 

◎利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方法によるサービス提供に

努めること。（利用者のできる能力を阻害するような不適切なサービス提供をしないこと。） 

◎利用者とのコミュニケーションを十分に図ることなどにより、利用者が主体的に事業に参加

するよう適切な働きかけに努めること。 

 

基準条例（介護予防） 解釈通知（介護予防） 

第五節 介護予防のための効果的な支援の方法に

関する基準 

 

（指定介護予防通所介護の基本取扱方針） 

第109条 指定介護予防通所介護は、利用者の介護

予防に資するよう、その目標を設定し、計画的

に行われなければならない。 

２ 指定介護予防通所介護事業者は、自らその提

供する指定介護予防通所介護の質の評価を行う

とともに、主治の医師又は歯科医師とも連携を

図りつつ、常にその改善を図らなければならな

い。 

３ 指定介護予防通所介護事業者は、指定介護予

防通所介護の提供に当たり、単に利用者の運動

器の機能の向上、栄養状態の改善、口腔機能の

向上等の特定の心身機能に着目した改善等を目

的とするものではなく、当該心身機能の改善等

を通じて、利用者ができる限り要介護状態とな

らないで自立した日常生活を営むことができる

よう支援することを目的とするものであること

を常に意識してサービスの提供に当たらなけれ

ばならない。 

４ 指定介護予防通所介護事業者は、利用者がそ

の有する能力を最大限活用することができるよ

うな方法によるサービスの提供に努めなければ

ならない。 

５ 指定介護予防通所介護事業者は、指定介護予

防通所介護の提供に当たり、利用者とのコミュ

ニケーションを十分に図ることその他の様々な

方法により、利用者が主体的に事業に参加する

よう適切な働きかけに努めなければならない。 

三 介護予防のための効果的な支援の方法に関す

る基準 

６ 介護予防通所介護 

(１)指定介護予防通所介護の基本取扱方針 

予防基準条例第109条にいう指定介護予防通

所介護の基本取扱方針について、特に留意すべ

きところは、次のとおりである。 

① 介護予防通所介護の提供に当たっては、介

護予防とは、単に高齢者の運動機能や栄養改

善といった特定の機能の改善だけを目指すも

のではなく、これらの心身機能の改善や環境

調整等を通じて、一人ひとりの高齢者ができ

る限り要介護状態にならないで自立した日常

生活を営むことができるよう支援することを

目的として行われるものであることに留意し

つつ行うこと。 

② 介護予防の十分な効果を高める観点から

は、利用者の主体的な取組が不可欠であるこ

とから、サービスの提供に当たっては、利用

者の意欲が高まるようコミュニケーションの

取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な

働きかけを行うよう努めること。 

③ サービスの提供に当たって、利用者ができ

ないことを単に補う形でのサービス提供は、

かえって利用者の生活機能の低下を引き起こ

し、サービスへの依存を生み出している場合

があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可

能性を最大限引き出す支援を行う」ことを基

本として、利用者のできる能力を阻害するよ

うな不適切なサービス提供をしないよう配慮

すること。 

④ 提供された介護予防サービスについては、

介護予防通所介護計画に定める目標達成の度

合いや利用者及びその家族の満足度等につい

て常に評価を行うなど、その改善を図らなけ

ればならないものであること。 
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34 指定介護予防通所介護の具体的取扱方針 

◎指定介護予防通所介護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサー

ビス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環

境等利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行うこと。 

◎管理者は、把握した利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、介護予防通所介護計

画を作成すること。契約終了から２年間保存が必要 

〔介護予防通所介護計画の留意点〕 

○計画の作成(変更)に係る一連の業務は、管理者が行うこと。 

○計画には、次の事項が関連づけられて、明確に記載されていること（様式は任意）。 

 ①利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境 

②介護予防通所介護の目標 

 ③目標達成のための具体的なサービス内容 

④サービスの提供を行う期間等 

◎既に介護予防サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿って介護予防通所介護計

画を作成すること。 

  ※介護予防通所介護計画作成後に介護予防サービス計画が作成された場合は、介護予防サ

ービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて介護予防通所介護計画を変更す

ること 

◎作成に当たっては、計画の内容を利用者又は家族に説明し、利用者の同意を得ること。 

◎作成した介護予防通所介護計画は、利用者に交付すること。 

◎作成した介護予防通所介護計画を、指定介護予防支援事業者に提出するよう努めること。 

◎計画に基づくサービスの提供の開始時から、少なくとも１月に１回は、利用者の状態、当該

利用者に対するサービスの提供状況等について、指定介護予防支援事業者に報告すること。 

◎当該計画に記載したサービスの提供を行う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、計画

に定めた目標の達成状況等を把握（モニタリング）・記録し、指定介護予防支援事業者に報

告すること。 

◎モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて介護予防通所介護計画の変更を行うこと。（変

更に当たっても、アセスメントからモニタリングまで作成時と同様の取扱いが必要） 
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介護予防通所介護計画作成の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準条例（介護予防） 解釈通知（介護予防） 
  
（指定介護予防通所介護の具体的取扱方針） 

第110条 指定介護予防通所介護の方針は、第97条

に規定する基本方針及び前条に規定する基本取

扱方針に基づき、次に掲げるところによるもの

とする。 

  ⑴ 指定介護予防通所介護の提供に当たって

は、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達

やサービス担当者会議を通じる等の適切な方

法により、利用者の心身の状況、その置かれ

ている環境等利用者の日常生活全般の状況の

的確な把握を行うものとする。 

  ⑵ 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、

前号に規定する利用者の日常生活全般の状況

及び希望を踏まえて、指定介護予防通所介護

の目標、当該目標を達成するための具体的な

サービスの内容、サービスの提供を行う期間

等を記載した介護予防通所介護計画を作成す

るものとする。 

  ⑶ 介護予防通所介護計画は、既に介護予防サ

ービス計画が作成されている場合は、当該計

画の内容に沿って作成しなければならない。 

 

 

 

 

 

  ⑷ 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、

(２)指定介護予防通所介護の具体的取扱方針 

 

 

 

 

① 予防基準条例第110条第１号及び第２号は、管

理者は、介護予防通所介護計画を作成しなけれ

ばならないこととしたものである。介護予防通

所介護計画の作成に当たっては、主治医又は主

治の歯科医師からの情報伝達やサービス担当者

会議を通じる等の適切な方法により、利用者の

状況を把握・分析し、介護予防通所介護の提供

によって解決すべき問題状況を明らかにし（ア

セスメント）、これに基づき、支援の方向性や目

標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、

所要時間、日程等を明らかにするものとする。

なお、介護予防通所介護計画の様式については、

事業所ごとに定めるもので差し支えない。 

② 同条第３号は、介護予防通所介護計画は、介

護予防サービス計画に沿って作成されなければ

ならないこととしたものである。 

  なお、介護予防通所介護計画の作成後に介護

予防サービス計画が作成された場合は、当該介

護予防通所介護計画が介護予防サービス計画に

沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更

するものとする。 

③ 同条第４号から第７号は、サービス提供に当

介護予防通所介護事業所 介護予防支援事業所 

アセスメント 

利用者の状況の把握・分析、介護予防
通所介護の提供によって解決すべき
課題の把握（アセスメント） 

連動 

必
要
に
応
じ
て
計
画
を
変
更
（
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
と
連
動
） 

必
要
に
応
じ
て
介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス
計
画
を
変
更 

サービス担当者会議等 

利用者への説明・同意 

モニタリング・連絡調整 

介護予防通所介護計画の作成 
（目標・具体的サービス内容など） 

利用者への説明と同意 
介護予防通所介護計画の交付 

サービスの提供 

利用者の状態・利用状況等について 
介護予防支援事業者に報告（毎月） 

目標達成状況等についてモニタリング
を行い、その記録を介護予防支援事業
者に報告  （計画期間終了までに） 

報告 

報告 

提出 
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介護予防通所介護計画の作成に当たっては、

その内容について利用者又はその家族に対し

て説明し、利用者の同意を得なければならな

い。 

  ⑸ 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、

介護予防通所介護計画を作成した際には、当

該介護予防通所介護計画を利用者に交付しな

ければならない。 

  ⑹ 指定介護予防通所介護の提供に当たって

は、介護予防通所介護計画に基づき、利用者

が日常生活を営むのに必要な支援を行うもの

とする。 

  ⑺ 指定介護予防通所介護の提供に当たって

は、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又

はその家族に対し、サービスの提供方法等に

ついて、理解しやすいように説明を行うもの

とする。 

  ⑻ 指定介護予防通所介護の提供に当たって

は、介護技術の進歩に対応し、適切な介護技

術をもってサービスの提供を行うものとす

る。 

 

  ⑼ 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、

介護予防通所介護計画に基づくサービスの提

供の開始時から、少なくとも１月に１回は、

当該介護予防通所介護計画に係る利用者の状

態、当該利用者に対するサービスの提供状況

等について、当該サービスの提供に係る介護

予防サービス計画を作成した指定介護予防支

援事業者に報告するとともに、当該介護予防

通所介護計画に記載したサービスの提供を行

う期間が終了するまでに、少なくとも１回は、

当該介護予防通所介護計画の実施状況の把握

（以下この条において「モニタリング」とい

う。）を行うものとする。 

  ⑽ 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、

モニタリングの結果を記録し、当該記録を当

該サービスの提供に係る介護予防サービス計

画を作成した指定介護予防支援事業者に報告

しなければならない。 

  ⑾ 指定介護予防通所介護事業所の管理者は、

モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じて

介護予防通所介護計画の変更を行うものとす

る。 

  ⑿ 第１号から第10号までの規定は、前号に規

定する介護予防通所介護計画の変更について

準用する。 

たっての利用者又はその家族に対する説明につ

いて定めたものである。即ち、介護予防通所介

護計画は、利用者の日常生活全般の状況及び希

望を踏まえて作成されなければならないもので

あり、その内容について説明を行った上で利用

者の同意を得ることを義務づけることにより、

サービス内容等への利用者の意向の反映の機会

を保障しようとするものである。管理者は、介

護予防通所介護計画の目標や内容等について、

利用者又はその家族に、理解しやすい方法で説

明を行うとともに、その実施状況や評価につい

ても説明を行うものとする。 

  また、介護予防通所介護計画を作成した際に

は、遅滞なく利用者に交付しなければならなら

ず、当該介護予防通所介護計画は、予防基準条

例第107条第２項の規定に基づき、２年間保存し

なければならないこととしている。  

④ 同条第８号は、指定介護予防通所介護の提供

に当たっては、介護技術の進歩に対応した適切

なサービスが提供できるよう、常に新しい技術

を習得する等、研鑽を行うべきものであること

としたものである。  

⑤ 同条第９号から第11号は、事業者に対して介

護予防サービスの提供状況等について介護予防

支援事業者に対する報告の義務づけを行うとと

もに、介護予防通所介護計画に定める計画期間

終了後の当該計画の実施状況の把握（モニタリ

ング）を義務づけるものである。介護予防支援

事業者に対する実施状況等の報告については、

サービスが介護予防サービス計画に即して適切

に提供されているかどうか、また、当該計画策

定時から利用者の状態等が大きく異なることと

なっていないか等を確認するために行うもので

あり、毎月行うこととしている。  

  また、併せて、事業者は介護予防通所介護計

画に定める計画期間が終了するまでに１回はモ

ニタリングを行い、利用者の介護予防通所介護

計画に定める目標の達成状況の把握等を行うこ

ととしており、当該モニタリングの結果により、

解決すべき課題の変化が認められる場合等につ

いては、担当する介護予防支援事業者等とも相

談の上、必要に応じて当該介護予防通所介護計

画の変更を行うこととしたものである。 

⑥ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並

びに指定介護予防支援等に係る介護予防のため

の効果的な支援の方法に関する基準第30条第12

号において、「担当職員は、介護予防サービス計

画に位置づけた指定介護予防サービス事業者に

対して、指定介護予防サービス等基準において

位置づけられている計画の提出を求めるものと

する」と規定していることを踏まえ、介護予防

サービス計画に基づきサービスを提供している

指定介護予防支援事業者から介護予防通所介護

計画の提供の求めがあった際には、当該介護予

防通所介護計画を提出することに協力するよう

努めるものとする。   
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35 指定介護予防通所介護の提供に当たっての留意点 

◎介護予防支援でのアセスメントにおいて把握された課題、指定介護予防訪問介護の提供によ

る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔軟なサービス提供に努めること。 

◎運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又は口腔機能向上サービスは、国内外の文献等

において有効性が確認されている等の適切なものを行うこと。 

◎利用者が虚弱な高齢者であることに十分に配慮し、利用者に危険が伴うような強い負荷を伴

うサービスの提供は行わないこと。また、安全管理体制等の確保を図ること等を通じて、利

用者の安全面に最大限配慮すること。 

基準条例（介護予防） 解釈通知 

（指定介護予防通所介護の提供に当たっての留意点） 

第111条 指定介護予防通所介護の提供に当たっては、介護予防の効果を最大限高める観

点から、次に掲げる事項に留意しながら行わなければならない。 

  ⑴ 指定介護予防通所介護事業者は、サービスの提供に当たり、介護予防支援におけ

るアセスメント（指定介護予防支援等基準第30条第７号に規定するアセスメントを

いう。以下同じ。）において把握された課題、指定介護予防通所介護の提供による

当該課題に係る改善状況等を踏まえつつ、効率的かつ柔軟なサービスの提供に努め

ること。 

  ⑵ 指定介護予防通所介護事業者は、運動器機能向上サービス、栄養改善サービス又

は口腔機能向上サービスを提供するに当たっては、国内外の文献等において有効性

が確認されている等の適切なものとすること。 

  ⑶ 指定介護予防通所介護事業者は、サービスの提供に当たり、利用者が虚弱な高齢

者であることに十分に配慮し、利用者に危険が伴うような強い負荷を伴うサービス

の提供は行わないとともに、次条に規定する安全管理体制等の確保を図ること等を

通じて、利用者の安全面に最大限配慮すること。 

 

 

36 安全管理体制等の確保（介護予防通所介護） 

◎サービスの提供中に利用者に病状の急変等が生じた場合に備え、緊急時マニュアル等を作成

し、その事業所内の従業者に周知徹底を図ること。 

◎速やかに主治医への連絡を行えるよう、緊急時の連絡方法をあらかじめ定めておくこと。 

◎転倒等を防止するための環境整備に努めること。 

◎事前に脈拍や血圧等を測定する等利用者の当日の体調を確認すること。また、無理のない適

度なサービスの内容とするよう努めること。 

◎利用者の体調の変化に常に気を配り、病状の急変等が生じた場合などには、速やかに主治医

への連絡を行うなど必要な措置を講じること。 

基準条例（介護予防） 解釈通知 

（安全管理体制等の確保） 

第112条 指定介護予防通所介護事業者は、サービスの提供を行っているときに利用者に

病状の急変等が生じた場合に備え、緊急時マニュアル等を作成し、その事業所内の従

業者に周知徹底を図るとともに、速やかに主治の医師への連絡を行えるよう、緊急時

の連絡方法をあらかじめ定めておかなければならない。 

２ 指定介護予防通所介護事業者は、サービスの提供に当たり、転倒等を防止するため

の環境整備に努めなければならない。 

３ 指定介護予防通所介護事業者は、サービスの提供に当たり、事前に脈拍や血圧等を

測定する等利用者の当日の体調を確認するとともに、無理のない適度なサービスの内

容とするよう努めなければならない。 

４ 指定介護予防通所介護事業者は、サービスの提供を行っているときにおいても、利

用者の体調の変化に常に気を配り、病状の急変等が生じた場合その他必要な場合に

は、速やかに主治の医師への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

 

 


